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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

決算年月 平成19年９月 平成20年９月 平成21年９月 平成22年９月 平成23年９月

売上高 (千円) 98,145,471118,384,617104,254,85699,675,22376,928,202

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 1,273,028619,068 165,445 630,623△637,775

当期純利益又は当期純損
失(△)

(千円) 696,196 396,034 67,816 355,205△413,402

持分法を適用した場合の
投資損失(△)

(千円) ― ― ― ― △3,532

資本金 (千円) 366,680 366,680 366,680 550,450 550,450

発行済株式総数 (株) 10,6482,129,6002,129,6002,529,1002,529,100

純資産額 (千円) 5,387,4225,620,1135,609,5286,320,0865,781,599

総資産額 (千円) 26,737,45529,222,65031,054,13027,109,30319,814,845

１株当たり純資産額 (円) 505,956.262,639.052,634.082,498.952,286.03

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
15,000

(　　―)

38.5

(　　―)

8.0

(　　―)

50.0

(　　―)

35.0

(　　―)

１株当たり当期純利益又
は１株当たり当期純損失
(△)

(円) 76,860.53185.97 31.84 165.58 △163.46

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 20.1 19.2 18.1 23.3 29.2

自己資本利益率 (％) 17.8 7.2 1.2 6.0 ―

株価収益率 (倍) ― ― ― 4.9 ―

配当性向 (％) 19.5 20.7 25.1 30.2 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △ 5,404,7582,080,264△5,872,9656,368,518

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 267,916 117,283 △7,654 △57,163

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 4,383,399△1,675,7575,406,157△5,852,232

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) ― 555,0891,002,924490,215 870,011

従業員数 (名) 65 74 77 78 80

(注) １　当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。
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２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第23期までの持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がありませんので、記載しておりません。

４　第23期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式を発行していないため、記載してお

りません。第24期は１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式を発行していないため、記載しておりませ

ん。

５　第22期までの株価収益率については、当社株式は非上場であるため記載しておりません。なお、当社株式は平成

22年９月15日付で、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)に上場されております。

６　第24期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失を計上しているため、記載しており

ません。

７　第21期、第22期、第23期及び第24期の財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、

アスカ監査法人の監査を受けておりますが、第20期の財務諸表については、監査を受けておりません。

８　当社は、平成20年５月２日付で株式１株につき200株の株式分割を行っております。

９　平成22年９月期の配当につきましては、１株当たり普通配当35円に、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)への

上場記念配当15円を加えた合計50円としております。
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２ 【沿革】

当社は、昭和63年３月14日、株式会社日立製作所の大口取引先であったフーマイスター日本株式会社（平

成15年に清算）の100％出資により、株式会社日立製作所の製造販売する電子部品を大韓民国（以下、「韓

国」という。）のＬＧグループに向けて専門的に取り扱う「特約店」の役割を担う別法人として、東京都練

馬区において設立（平成２年12月に東京都千代田区に移転）され、株式会社日立製作所と継続的製品販売

契約を締結し、半導体・電子部品等の販売・輸出入事業を開始いたしました。

当時フーマイスター日本株式会社の営業本部長であり、当社の設立に深く関わっていた武石健次（現当

社代表取締役社長）が、設立当初より代表取締役社長を務め、当社の事業を運営しております。

その後、平成４年６月25日に武石健次が自身及び近親者の出資により設立した株式会社フーマイスター

（平成19年12月15日に株式会社ＴＭＫに商号変更、以下同様）において全株式を取得してフーマイスター

日本株式会社の企業グループから独立し、現在の形態となりました。

また、事業の多角化や取引先の分散化を目的として、平成18年８月31日付で株式会社フーマイスターか

ら、ＴＦＴパネル輸入事業を行っているロジシスデバイス株式会社の株式を100％取得し、当社の子会社と

いたしました。

さらに、前述の株式会社フーマイスターにおける会社分割により平成18年10月６日付で設立された当社

本社ビルの保有会社である株式会社フーコを、平成18年12月１日付で吸収合併しております。

なお、ロジシスデバイス株式会社については、意思決定の迅速化による事業活動のさらなる推進と、コス

トの削減を含めた経営効率の改善という観点から、平成19年７月１日に当社が吸収合併しております。

　
以上の当社の変遷を図示すると、下記のとおりとなります。

　

　

(注)　株式会社ＴＭＫは、役員等が議決権の過半数を有する財産管理会社であり事業は行っておりません。
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当社設立以後の沿革は、以下のとおりであります。

年月 概要

昭和63年３月 半導体・電子部品等の販売並びに輸出入を事業目的として、フーマイスター日本株式会社の

100％出資により東京都練馬区に株式会社フーマイスターエレクトロニクスを設立

株式会社日立製作所と継続的製品販売契約を締結

昭和63年８月 韓国ソウル特別市にソウル支店を設置

平成２年３月 中華人民共和国（以下、「中国」という。）香港特別行政区セントラル区に香港支店を設置

平成２年12月 本社を東京都千代田区に移転

平成４年６月 株式会社フーマイスター（現株式会社ＴＭＫ）が当社の株式を100％取得し、当社は同社の子

会社となる

平成13年６月 株式会社日立メディアエレクトロニクスと継続的売買契約を締結

平成14年12月 技術本部（現テクニカルサポートセンター）を設置、東京都小平市に出先機関を設置

平成15年４月 株式会社ルネサステクノロジ(現ルネサス エレクトロニクス株式会社)と代理店契約を締結

平成15年９月 韓国慶北亀尾市にソウル支店ＬＰＬグループ（現半導体２グループ）出先機関を設置

平成15年10月 中国上海市に上海駐在所を設置

平成17年１月 本社内にデジタルメディア研究所（現テクニカルサポートセンター）を設置

平成17年12月 株式会社日立ディスプレイズと取引基本契約を締結

平成18年８月 ロジシスデバイス株式会社の株式を100％取得し、子会社化

平成18年12月 株式会社フーコを吸収合併（合併比率60：１）

平成19年７月 連結子会社ロジシスデバイス株式会社を吸収合併、ＦＰＤ営業本部を発足

平成20年７月 韓国慶北亀尾市に亀尾事務所を設置

平成20年10月 シンガポール共和国（以下「シンガポール」という。）に拠点設置

平成21年７月

平成22年９月

シンガポール拠点を移転し、シンガポール営業所として事業を開始

大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)に株式を上場 (注)

平成22年12月

平成23年５月

ディスプレイ営業本部を設置

取扱商品の多様化を目的として、株式会社ＳＴＥＱの株式を取得。

(注)　大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)は、同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場とともに、新たに開設された同取

引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、平成22年10月12日付で大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)に上場

となっております。
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３ 【事業の内容】

当社は、日立グループ(注１)及びルネサス エレクトロニクス株式会社等をはじめとした国内メーカーか

ら仕入れた電子部品・電子材料を、韓国のＬＧグループ(注２)をはじめとした海外メーカーへ販売してお

ります。また、一部の事業では、海外メーカーまたはその日本法人から仕入れた電子部品を、国内メーカーへ

販売しております。

　
(注１)

 
日立グループ・・・

 
株式会社日立メディアエレクトロニクス、株式会社日立ディスプレイズ、日立マクセ

ル株式会社、日立化成工業株式会社、他３社

(注２)ＬＧグループ・・・ＬＧ電子株式会社、LG ELECTRONICS (HUI ZHOU) INC.、他11社

　
当社の事業部門別の事業内容は以下のとおりであります。

　
(1) 半導体事業

半導体事業は、国内電子部品メーカーから仕入れたシステムＬＳＩ、ディスクリート、ＬＣＤドライバ、

特定用途ＩＣ等の半導体を、液晶ディスプレイや家電等の海外電子機器メーカーに販売(輸出)する事業

であります。

同事業の特徴は、海外電子機器メーカーから当社に寄せられた商品への要望・依頼等を可能な限り反

映させるべく、国内電子部品メーカーと協力して販売商品の選定や、海外電子機器メーカーへのカスタム

品の共同提案といった活動を推進している点であります。具体的な内容としましては、ソウル支店のＦＡ

Ｅ(注１)の顧客開発部隊への密着技術サポートによる、顧客技術要求の仕入先メーカーへのフィード

バック、また本社ＦＡＥとの連携で仕入先メーカー、顧客と新製品開発打合せのアレンジ等を行ってお

り、販売先に対し新規分野での拡販活動、既存案件の拡充、新製品での継続受注等の役割を担っておりま

す。

また、商品の引渡しには、主にe-Hub倉庫(注２)を利用しております。

　
(注１)

 
 

ＦＡＥ・・・

 
 

フィールドアプリケーションエンジニア：販売先への積極的な働きかけを通して商品

への要望事項を調査し、それを仕入先に技術的な説明も含めて的確に伝達することで、

拡販活動を推進する技術営業担当者を指しております。
　

(注２)

 
 
 
 
 

e-Hub倉庫・・・

 
 
 
 
 

ＶＭＩ（Vendor Managed Inventory：供給業者が利用者の要望に合わせた在庫管理を

すること）方式を利用した倉庫を指しております。

利用者である海外電子機器メーカーの需要予測に応じて供給業者である当社が、海外電

子機器メーカーの所在地にある外部委託倉庫に商品を入庫し、海外電子機器メーカーが

同倉庫から出庫（消費）した商品を、その実績に応じて当社がタイムリーに補充してお

ります。韓国を中心に８箇所の当該倉庫を有しております。

　
(2) 電子デバイス事業

電子デバイス事業は、海外電子機器メーカーからの発注を受けて、国内電子部品メーカーに映像・情報

メディア関連の電子部品を発注し、国内電子部品メーカー及びその生産委託先で生産された製品を海外

電子機器メーカーへ直送する事業であります。

同事業の特徴は、当社が海外電子機器メーカーの新製品の開発計画をうけて、国内電子部品メーカーに

カスタマイズを依頼し採用につなげることであり、さらに採用された製品については当該メーカーに対

しサプライチェーン・マネジメント（ＳＣＭ）で中心的な役割を担っていることであります。
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(3) ＬＣＤモジュール事業

ＬＣＤモジュール事業は、国内電子部品メーカーから仕入れたＬＣＤモジュール等の電子部品を海外

電子機器メーカーに販売(輸出)する事業であります。

同事業の特徴は、ＬＣＤモジュールの主用途が携帯電話であることから現地で海外電子機器メーカー

からモデル毎にカスタム品としての要求仕様を当社が入手し、国内電子部品メーカーとともに検討、開発

を行い販売先に提案することにあります。

なお、商品の引渡しには、半導体事業と同様に、主にe-Hub倉庫を利用しております。

　

(4) ＴＦＴパネル事業

ＴＦＴパネル事業は、海外電子部品メーカーまたはその日本法人から液晶ディスプレイ用のＴＦＴパ

ネルを仕入れ、国内電子機器メーカーへ販売する事業であります。

同事業の特徴は、国内電子機器メーカーからの要望・依頼事項を当社が先取りする形で海外電子部品

メーカーへフィードバックし、戦略的な既存案件の拡充や新製品の新規受注の環境を整える拡販活動を

行うことであります。

　

(5) 電子材料事業

電子材料事業は、主に国内電子材料メーカーから仕入れた薄型パネル用の電子材料を海外電子部品

メーカーに販売(輸出)する事業であります。一方、海外電子部品メーカーからＴＦＴセルを輸入し、国内

電子部品メーカーへの販売も行っております。

同事業の特徴は、新規事業を開拓することを目的として、既存の製品以外の海外・国内のメーカーの製

品を扱っていることであります。

　

事業部門別の取扱商品及び用途は、次のとおりであります。

事業部門の名称 主要商品 用途

半導体事業
システムLSI、マイコン、ディスクリート、Ｌ
ＣＤドライバ、特定用途IC、専用IC、汎用IC、
メモリ、ASIC/SIP、パワー半導体

光学式ディスクドライブ、液晶ディスプレ
イ、家電

電子デバイス事業
光ピックアップ、チューナー、ＳＡＷフィル
ター

光学式ディスクドライブ

ＬＣＤモジュール事業 ＬＣＤモジュール 携帯電話の液晶画面

ＴＦＴパネル事業 ＴＦＴパネル 液晶ディスプレイ

電子材料事業

液晶バックライト用光学フィルム類、太陽電
池モジュール用封止材 、偏光板工程用保護
フィルム、小型TFT用セル、携帯電話用Li-Ion
バッテリーセル

携帯電話向けＬＣＤモジュール、液晶ディス
プレイ

　 (注) １　ＬＣＤ（Liquid Crystal Display:液晶ディスプレイ）

２　ＴＦＴ（Thin Film Transistor:薄膜トランジスタ）
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事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（関連会社）
株式会社ＳＴＥＱ

福岡県北九州市若松区 40,880

ソフトウェア製品・
電子機器・ＬＥＤ関
連部材の開発、製造及
び販売

36.8役員の兼任１名

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成23年９月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

80 42.4 7.6 6,606,218

(注) １　非常勤顧問及び嘱託契約の従業員及び派遣社員は、総数が全従業員の10分の１未満であるため、記載を省略し

ております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

なお、当社の従業員の状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

平成23年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数(名)

半導体事業 40

電子デバイス事業 ５

ＬＣＤモジュール事業 ４

ＴＦＴパネル事業 ３

電子材料事業 ６

全社（共通） 22

合計 80

(注)　全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

　

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、新興国向け輸出の増加や政府の経済対策による企業収益の改善、個

人消費の持ち直しなど景気は緩やかな回復の兆しが見えたものの、本年３月に発生した東日本大震災の

影響による電力供給の制約や生産活動の低下、社会不安の拡大による個人消費の停滞、並びに欧州での債

務問題や円高基調の継続など、景気は厳しい状況の中で推移いたしました。

当社が参入しております電子部品業界におきましては、スマートフォンやタブレットＰＣなどの需要

増加により、その関連市場は好調でありました。東日本大震災による供給部品の生産停止やサプライ

チェーンの混乱など、一部の部品調達に影響が出ましたが、供給網の復旧が早期に進んだことなどによ

り、堅調に推移した分野もありました。しかしながら、当社主力ビジネスであるＯＤＤ（オプティカル・

ディスク・ドライブ）関連分野は、タブレットＰＣなどＯＤＤ非搭載モデルの増加により、市場規模が大

幅に縮小し、大変厳しい状況となりました。

この様な環境の中、当社におきましては、既存取引の強化及び新規顧客の獲得や取扱製品の拡大に積極

的に取り組み、収益性の向上を目指してまいりました。

具体的には仕入先と協働し、顧客への最新エレクトロニクス技術の提案や、顧客及び仕入先とのトップ

マネジメントミーティングの定期開催、ならびにエコや節電に貢献できるＬＥＤ関連技術を持つ企業へ

の資本参加などにより、収益性の高い新規案件への足がかりを作り、新たな成長機会の開拓に努めてまい

りました。

しかしながら、東日本大震災による影響やＯＤＤ市場の縮小、さらには円高基調が続いたことなどによ

り、売上高は769億28百万円（前期比22.8％減）、売上総利益は９億63百万円（前期比52.0％減）と大き

く減少いたしました。経費節減により販売費及び一般管理費を削減いたしましたが、営業損失は４億96百

万円（前期は営業利益４億95百万円）、営業外損益における借入利息等の支払により経常損失は６億37

百万円（前期は経常利益６億30百万円）となりました。

当期純損失は、△2億27百万円の法人税等調整額を計上したため、４億13百万円（前期は当期純利益３

億55百万円）となりました。

　

当事業年度における事業部門別概況は以下のとおりであります。

　

①　半導体事業

半導体事業は、スマートフォン向け半導体ビジネスが順調に推移しましたが、ＯＤＤ向け半導体、薄型

ＴＶ用半導体の需要が、市場回復の遅れや東日本大震災の影響により低迷し、売上は大幅に減少いたしま

した。

以上の結果、売上高は179億90百万円（前期比23.5％減）となりました。
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②　電子デバイス事業

電子デバイス事業は、昨年夏からのＯＤＤの過剰在庫削減のため、顧客の生産調整が本年3月まで続き

ました。4月以降正常に戻る予定でしたが、３月の東日本大震災によるサプライチェーンの混乱により、顧

客からの需要に応じた供給を行なうことができず、またＯＤＤ非搭載タブレットＰＣの拡大によるＯＤ

Ｄ市場の伸び悩みもあり、売上は大幅に減少いたしました。

以上の結果、売上高は194億75百万円（前期比47.8％減）となりました。

　

③  ＬＣＤモジュール事業

ＬＣＤモジュール事業は、スマートフォン向けビジネスの本格的な展開が始まり、顧客の主要スマート

フォンモデルへの参入を果たすことができました。また、東日本大震災以降についても、仕入先の優先的

な供給ラインを確保できたことにより、旺盛な需要に対応することができ、売上は順調に増加いたしまし

た。

以上の結果、売上高は186億19百万円（前期比9.8％増）となりました。

　

④　ＴＦＴパネル事業

ＴＦＴパネル事業は、アミューズメント向けパネル市場への新規参入や、顧客との協力体制強化のため

の定期ミーティング開催などにより、シェアの維持、拡大を図りましたが、タブレットＰＣの普及による

ＰＣモニター市場の伸び悩みにより、売上は減少いたしました。

以上の結果、売上高は155億20百万円(前期比12.3％減)となりました。

　

⑤　電子材料事業

電子材料事業は、ＴＦＴセルビジネス、材料ビジネスともに順調に推移いたしました。さらには、偏光板

工程用保護フィルムや携帯電話用Li-Ionバッテリーセルの販売を開始するなど、新規案件の拡販に注力

し、売上は大幅に増加いたしました。

以上の結果、売上高は53億23百万円（前期比26.9％増）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、営業活動、投資活動、財務活動に

よる各キャッシュ・フローの合計で３億79百万円増加し、８億70百万円となりました。

当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、63億68百万円（前事業年度は資金の減少58億72

百万円）となりました。

これは主に、売上債権の減少額52億４百万円、たな卸資産の減少額26億55百万円、仕入債務の減少額４

億56百万円等によるものであります。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度において投資活動に使用した資金は、57百万円（前事業年度は資金の減少７百万円）とな

りました。

これは主に、関係会社株式の取得による支出22百万円、従業員に対する長期貸付による支出13百万円、

無形固定資産の取得による支出12百万円等によるものであります。

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度において財務活動に使用した資金は、58億52百万円（前事業年度は資金の増加54億６百万

円）となりました。

これは主に、短期借入金返済による支出57億19百万円、配当金の支払いによる支出１億25百万円等によ

るものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社は、商社として事業活動を展開しており、生産については該当実績がないため、仕入実績を記載して

おります。

　

(1) 仕入実績

当事業年度における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門の名称

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

仕入高(千円) 前期比(％)

半導体事業 15,958,306 61.8

電子デバイス事業 19,237,390 52.1

ＬＣＤモジュール事業 17,451,281 101.2

ＴＦＴパネル事業 15,490,711 87.4

電子材料事業 5,172,150 118.8

合計 73,309,840 71.8

(注) １　金額は、仕入価格によっております。

２　主な相手先別の仕入実績及び当該仕入実績の総仕入実績に対する割合

相手先

前事業年度
(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

金額(千円)
割合
(％)

金額(千円)
割合
(％)

LG Display ジャパン株式
会社

21,470,23921.0 20,071,68527.4

株式会社日立メディアエ
レクトロニクス

36,916,10136.2 19,215,76826.2

株式会社日立ディスプレ
イズ

17,242,68416.9 17,451,27923.8

ルネサス エレクトロニク
ス株式会社

25,511,02225.0 15,406,64421.0

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当社は、受注と仕入がほぼ同額であるため、記載を省略しております。
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(3) 販売実績

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門の名称

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

販売高(千円) 前期比(％)

半導体事業 17,990,206 76.5

電子デバイス事業 19,475,077 52.2

ＬＣＤモジュール事業 18,619,161 109.8

ＴＦＴパネル事業 15,520,011 87.7

電子材料事業 5,323,744 126.9

合　計 76,928,202 77.2

(注) １　主な輸出先及び輸出販売高に対する割合

なお、(　　)の数値は総販売実績に対する輸出高の割合であります。

輸出先

前事業年度
(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

販売高(千円)
割合
(％)

販売高(千円)
割合
(％)

韓国 30,154,62338.6 30,575,79154.2

中国 43,993,50956.4 23,977,27742.5

その他の地域(注) 3,893,8655.0 1,824,2603.3

合　計
78,041,997
(78.3％)

100.0
56,377,330
(73.3％)

100.0

(注)　その他の地域・・・インド、インドネシア、タイ、台湾

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前事業年度
(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

販売高(千円)
割合
(％)

販売高(千円)
割合
(％)

LG ELECTRONICS
(HUI ZHOU)INC.

43,796,45443.9 23,881,81231.0

ＬＧ電子株式会社 21,308,75321.4 22,754,66229.6

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

(1) 事業の強化について

① 半導体事業

半導体市場は、世界的な景気減速への警戒から需要は縮小傾向にあり、当社主力ビジネスであるＯＤＤ

向け半導体、薄型ＴＶ用半導体、スマートフォン向け半導体市場におけるシェアを継続して確保するとと

もに、今後は顧客の重点注力分野である高機能薄型ＴＶ、Ｓｍａｒｔ家電、また新規分野であるＥＶ(電気

自動車)に対する拡販を積極的に実施してまいります。

　

② 電子デバイス事業

ＯＤＤ市場は、タブレットＰＣの普及やクラウド化への潮流によるＯＤＤ非搭載モデルの増加などに

より、今後も市場規模の縮小が見込まれるため、顧客が競争力の高いＯＤＤ搭載モデルの早期開発と市場

投入を実現できるよう、顧客との協力体制をより一層強化してまいります。さらには、新規製品の開発及

び新規顧客の開拓を実施してまいります。

　

③ ＬＣＤモジュール事業

スマートフォン市場は、今後も着実に拡大することが予測されており、顧客も総力をあげてシェアの拡

大を図っていることから、技術革新の激しい業界において、当社が顧客の戦略的パートナーとしての地位

を維持し、取引強化ができるよう、仕入先とともに最新技術の提供を継続的に実施してまいります。

　

④ ＴＦＴパネル事業

ノートパソコン及びデスクトップモニター市場は、今後も弱含みに推移していくことが予測されるた

め、マーケットを徹底的に調査し、また顧客とのコミュニケーションを密にして、シェアの維持、拡大に努

めるとともに、パブリックディスプレイ市場におけるシェアの拡大を推進してまいります。

　

⑤ 電子材料事業

ＴＦＴセルビジネスは、ＴＶ用パネルの価格下落に伴う生産調整の状況によっては、今後受注の伸び悩

みが懸念されるため、有機ＥＬパネルの本格的な展開に向けて、準備を進めてまいります。また、スマート

フォン用バッテリーセルのシェアの拡大、さらには太陽電池モジュール用封止材及び輝度向上フィルム

などの拡販に努めてまいります。

　

(2) 管理面の強化

大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場に上場したことを契機として、ガバナンス及び内部統制システムの

強化に努めてまいります。更には、優秀な人材の確保と社員一人ひとりの意識を向上させることで、企業

の社会的責任を果たしてまいります。
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４ 【事業等のリスク】

事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社の事業展開上、リスク要因となる可能性があると考

えられる主要な事項を以下に記載いたします。

なお、ここに記載したリスク以外にも、様々なリスクが存在しており、記載した事項がすべてではありま

せん。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避、あるいは発生した場合の適切な対

応に努める所存であります。

また、文中における将来に関する事項は、本報告書提出日現在において、当社が判断したものであり、今後

様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。

　

(1) 特定の取引先への依存について

当社は株式会社日立メディアエレクトロニクス及び株式会社日立ディスプレイズ等の日立グループ、

ルネサス エレクトロニクス株式会社を中心とするルネサスエレクトロニクスグループより電子部品等

を仕入れ、ＬＧ電子株式会社をはじめとするＬＧグループ等に販売することを主要な事業内容としてお

ります。

売上高及び仕入高に関するこれらのグループへの割合は、下記のとおりとなっております。

　

a　販売先について

　

（売上高）

前事業年度
(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

ＬＧグループ (注)１ 78,615,40278.9 55,139,76771.7

ＮＥＣグループ(注)２ 11,403,49011.4 6,717,3568.7

その他 9,656,3309.7 15,071,07719.6

合　計 99,675,223100.0 76,928,202100.0

(注) １　ＬＧグループ　（販売先）…ＬＧ電子株式会社、LG ELECTRONICS(HUI ZHOU)INC.、他11社

なお、平成23年９月期におけるＬＧグループ向け売上高の事業別の主要な内訳は、半導体事業16,805,478千

円、電子デバイス事業19,475,077千円、ＬＣＤモジュール事業18,619,161千円であります。

２　ＮＥＣグループ（販売先）…日本電気株式会社、NECディスプレイソリューションズ株式会社、他１社

なお、平成23年９月期におけるＮＥＣグループ向け売上高の事業別の主要な内訳は、ＴＦＴパネル事業

6,717,356千円であります。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
当社は設立当初より現在まで、ＬＧグループへの電子部品の販売を主要事業と位置づけ、半導体、電子

デバイス、ＬＣＤモジュールと事業を展開し、同グループ向けの取扱商品を多様化してきたため、同グ

ループへの販売依存度が高くなっております。
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また、ＮＥＣグループについては、当社の主要事業である輸出事業とは逆の輸入事業（主にＴＦＴパネ

ル事業）であったため、リスク分散の一つとして取り組んだことにより、主要な販売先の一つとなったも

のであります。

今後は電子材料事業を中心に新規顧客の開拓にも積極的に取り組んでいく所存ではありますが、ＬＧ

グループ及びＮＥＣグループへの拡販も引き続き強く推進していく方針であるため、両グループの経営

戦略の変更や業績などが、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　
b　仕入先について

　

（仕入高）

前事業年度
(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

日立グループ (注)１ 54,308,64453.2 36,899,85450.3

ＬＧグループ (注)２ 21,518,22721.1 20,118,52527.4

ルネサスエレクトロニクスグループ
(注)３

25,781,13625.3 15,676,55821.4

その他 452,418 0.4 614,902 0.9

合　計 102,060,425100.0 73,309,840100.0

(注) １　日立グループ…株式会社日立メディアエレクトロニクス、株式会社日立ディスプレイズ、日立マクセル株式会

社、日立化成工業株式会社、他３社

なお、平成23年９月期における日立グループからの仕入高の事業別の主要な内訳は、電子デバイス事業　

19,215,768千円、ＬＣＤモジュール事業17,451,279千円であります。

２　ＬＧグループ（仕入先）…ＬＧ電子株式会社、LG Display ジャパン株式会社

なお、平成23年９月期におけるＬＧグループからの仕入高の事業別の内訳は、ＴＦＴパネル事業15,486,199千

円、電子材料事業4,632,326千円であります。

３　ルネサスエレクトロニクスグループ…ルネサス エレクトロニクス株式会社、Renesas Electronics Singapore

Pte. Ltd.、株式会社ルネサス北日本セミコンダクタ、Renesas Electronics Hong Kong Limited

なお、平成23年９月期におけるルネサスエレクトロニクスグループからの仕入高の事業別の内訳は、半導体事

業15,676,558千円であります。

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

当社は日立グループ、ルネサスエレクトロニクスグループの販売特約店として半導体、電子部品の販売

活動を展開しているため、両グループへの仕入依存度が高い状況にあります。

また、ＬＧグループについても、ＴＦＴパネル事業及び電子材料事業における主要な仕入先の一つと

なっております。

当社では、上記３グループ以外の既存取引先に対する新規取扱商品の増加及び既存商品の拡販活動の

強化、また新規取引先の開拓等により、バランス型の経営を実現しビジネスチャンスの拡大を図る所存で

ありますが、上記３グループとの取引については現在の仕入方針を継承し、さらなる緊密な関係を構築す

る方針であるため、上記３グループの製品開発方針、販売方針等が当社の業績に影響を与える可能性があ

ります。
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また、昨今は業界再編の動きが活発となっており、今後上記３グループにおいて事業統合、事業撤退、経

営統合等が行われ、これら仕入先の事業方針・事業戦略などに大きな変化が見られた場合には、当社の業

績に影響を与える可能性があります。

　

以上に加え、販売先や仕入先の主要工場が地震・洪水等の天災により、長期間生産停止となるような場

合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　

(2) 製品市況の変動について

当社が取り扱っている電子部品については、ＰＣ・ＴＶ・光ディスクドライブ・携帯電話等のデジタ

ル家電製品に使われるものが主体となっております。

これらのデジタル家電製品の市場では、ＰＣであればMicrosoft Windows OSとApple Macintosh OS、Ｔ

ＶであればＬＣＤディスプレイとプラズマディスプレイ、光ディスクドライブであればBlu-ray Discと

HD DVDといったように、過去に様々な仕様がデファクトスタンダードの座を争ってきております。

今後もこの流れは継続して行くものと思われ、現在ＬＣＤディスプレイがほぼ主流になりつつあるＴ

Ｖの分野については、有機ＥＬディスプレイ等が新たに参入してくることが予想されます。

このため、デファクトスタンダードとなった製品向けに作られた電子部品については需要が急拡大す

る可能性がありますが、デファクトスタンダードにならなかった製品向けの電子部品については需要が

急落する恐れがあります。

当社としては、市場動向の詳細な把握につとめ、適正在庫を保つ方針でありますが、それでも過剰在庫

や既存電子部品の急激な陳腐化が生じた場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　

(3) 海外市場への依存について

当社の売上高の国別内訳は下記のとおりとなっており、海外、とりわけ韓国及び中国への売上高の比率

が非常に高くなっております。

このため、中国・韓国国内における政変の発生、日中・日韓関係の悪化による日本企業への排斥運動の

激化、中国・韓国国内の経済事情の悪化や貨幣価値の下落等が生じた場合には、当社の業績に影響を与え

る可能性があります。

　

（売上高）

前事業年度
(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

韓国 30,154,62330.3 30,575,79139.7

中国 43,993,50944.1 23,977,27731.2

日本 21,633,22621.7 20,550,87126.7

その他 (注)１ 3,893,8653.9 1,824,2602.4

合　計 99,675,223100.0 76,928,202100.0

(注) １　その他の地域…インド、インドネシア、タイ、台湾

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4) 期間変動要因について

当社の取り扱っている電子部品は、主としてＴＶ・光ディスクドライブ等のデジタル家電製品に使用

されております。

これらのデジタル家電製品にはクリスマス需要と呼ばれる毎年生じる期間変動要因に加え、夏季・冬

季五輪、ワールドカップ等の大きなスポーツイベントの開催に合わせて需要が急拡大する期間変動要因

があります。

このため、これらのイベントが開催される時期には大幅な需要拡大による業績の向上が期待できます

が、逆に開催されない時期には需要が伸び悩み、結果として当社の業績に影響を与える可能性がありま

す。

　

(5) 在庫リスクについて

当社の取引のうち、半導体事業及びＬＣＤモジュール事業においては、現在e-Hub倉庫を利用した取引

が主体となっております。

e-Hub倉庫を利用した取引は、当社が販売先の需要予測に応じて商品をe-Hub倉庫に入庫し、販売先が同

倉庫から出庫した商品を、その実績に応じて当社がタイムリーに補充するという方法であるため、当社に

とっては、仕入先及び販売先から在庫調整を一任されることにより当社の付加価値を向上させることが

可能であると考えております。

しかしながら、e-Hub倉庫を利用した取引においては、販売先が商品を出庫（Call Off）した際に取引

が成立する仕組みとなっているため、販売先による商品の出庫が予定通りなされなかった場合には、売上

計上の時期が遅れるとともに当社における在庫滞留期間が長くなり、当社の業績及び財政状態に影響を

与える可能性があります。

また、在庫滞留期間が長くなれば、市場価値の滅失による廃棄損失の可能性、並びに当社規定による滞

留在庫の評価減による損失が発生する可能性があり、この結果、当社の業績及び財政状態に影響を与える

可能性があります。

　

(6) ドル等の対円為替相場の大幅な変動について

当社は、「(3) 海外市場への依存について」において述べたとおり、海外売上高の割合が非常に高く、

また、売上金の回収・仕入決済はドル建で行っております（ドル建比率73.3％）。

円高ドル安の局面においては、仕入価格を販売価格へ転嫁できず、売上総利益率を低下させる要因とな

り、営業利益に影響を与えます。そのリスク軽減のため在庫滞留期間の短縮に努めております。

一方、営業外損益においても、当該ドル取引によるドル資産・ドル負債につき、換算時の為替レートに

より円換算後の価格が影響を受け、為替差損益が発生します。双方の為替リスクを軽減させるため、ドル

運転資金の過不足額はドルにて調達あるいは運用を行い、為替レートの変動による業績への影響を受け

ないための財務体質の維持を図っておりますが、今後、予測を超えた為替相場の大幅な変動が生じた場合

は、当社の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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(7) 有利子負債が多いことについて

当社は、仕入資金の調達については主として金融機関からの短期借入金によっております。このため、

総資産額に占める有利子負債の割合が高くなっております。

(単位：千円)

　
前事業年度末

(平成22年９月30日)
当事業年度末

(平成23年９月30日)

有利子負債残高（①） 12,948,268 6,840,657

総資産額（②） 27,109,303 19,814,845

有利子負債依存度（①／②） 47.8％ 34.5％

　

資金調達に際しては、複数の金融機関とリボルビング・クレジット・ファシリティ契約を締結し、機動

的・効率的な資金調達を行うとともに資金調達リスクの軽減に努めております。

しかしながら、何らかの理由で当該契約の更新が行われなかった場合や必要額の資金調達が行われな

かった場合には、仕入計画の進捗に遅れが生じ、売上機会の逸失に繋がることとなるため、当社の経営成

績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　

(8) 金利変動リスク及び資金調達に関するリスクについて

当社は取引高が多額であることから、前項に記載したとおり、金融機関からの借入額も相応のものと

なっております。

当社では借入金の調達において、短期借入金のみに留めておりますが、不測の事態による急激な金利変

動によっては、金利負担が当社の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

また、全般的な市況及び景気の後退、金融収縮、当社の信用力の低下、当社の事業見通しの悪化等の要因

により、当社が望む条件で適時に資金調達できない可能性もあります。

これにより、当社の事業、財政状況及び経営成績に影響を与える可能性があります。

　

(9) 輸出入に関する法的規制について

当社は輸出企業であり、また輸入企業でもあることから、外国為替及び外国貿易法（外為法）等、輸出

入に関する法的規制については常に細心の注意を払っております。

輸出品の品目規制については、社内に輸出管理委員会を組織しており、最新の法令を常に入手して対応

に努めている他、国内外の弁護士等の専門家と連携することで柔軟な対応を図っておりますが、仮に法律

等において予想外の制定改廃が生じた場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。
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(10) 代表取締役社長への依存について

当社の創業者であり、現代表取締役社長である武石健次は、主要取引先との信頼関係の構築をはじめと

して当社の成長発展に大きく寄与してきた存在であり、現在においても当社の経営上の意思決定におい

て重要な役割を果たしております。

現段階で武石健次の代表取締役社長退任の予定はなく、また当社では外部からの招聘や従業員からの

昇格により取締役を増員し、取締役会の充実を通して合議制による企業運営の強化を図っておりますが、

同氏の突然の退任等が生じた場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　

(11) 人材の採用・育成について

当社はこれまで、同業他社等で実務経験を積んだ人材を中途採用することにより、人員の補充・強化を

随時行ってまいりました。

しかしながら今後は、既存事業の急速な拡大や新規事業への参入等により人員の不足が生じる可能性

があります。

そのため当社では、中期経営計画及び年度予算案と連動した人員採用計画を策定して早めに募集を行

う等、人員の不足が可能な限り生じないよう配慮しておりますが、不測の事態により人員の不足が生じた

場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1)取引基本契約（仕入先）

　

相手方の名称 国名 品目 契約内容 契約期間

株式会社日立メディア

エレクトロニクス
日本 光ピックアップ

電子デバイス製品

の継続的売買契約

平成13年６月１日より契約期間の

定めなし

（３ヶ月前までの予告をもって解

除可能）

株式会社日立ディスプ

レイズ
日本 LCDモジュール

LCDモジュール製品

の取引基本契約

平成17年12月20日より契約期間の

定めなし

（２ヶ月前までの予告をもって解

除可能）

ルネサス エレクトロ

ニクス株式会社
日本

半導体製品（シス

テムLSI、ディスク

リート、LCDドライ

バ、特定用途IC等）

及びこれに関連す

る製品

半導体製品の代理

店契約

平成22年10月１日より平成24年３

月31日まで（自動継続）

（１ヶ月前までの予告をもって解

除可能）

LG Display ジャパン

株式会社　(注)
日本 TFTパネル

TFT/LCDパネルの製

品の継続的販売契

約

平成12年３月１日より１ヶ年（自

動継続）

（１ヶ月前までの予告をもって解

除可能）

(注) LG Display ジャパン株式会社は、平成20年２月29日付でLG Philips LCDジャパン株式会社から商号変更しており

ます。

　

(2)取引基本契約（販売先）

　

相手方の名称 国名 品目 契約内容 契約期間

ＬＧ電子株式会社 韓国

半導体製品（シス

テムLSI、ディスク

リート、LCDドライ

バ 、特定用途IC

等）

e-Hub運営マスター

契約

平成17年６月29日より１ヶ年（自

動継続）

（１ヶ月前までの予告をもって解

除可能）

LG ELECTRONICS(HUI ZHOU)INC.

　
中国 光ピックアップ

電子デバイス製品

の販売基本契約

平成20年３月25日より

（期間の定めなし）

日本電気株式会社 日本 TFTパネル
TFT/LCDパネル製品

の販売基本契約

平成21年４月６日より平成22年３

月31日迄（以後、１ヶ年自動継

続）

（３ヶ月前までの予告をもって解

除可能）

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されておりま

す。この財務諸表の作成にあたって、たな卸資産の評価、有価証券の評価、減価償却資産の耐用年数の設

定、貸倒引当金及び退職給付引当金の計上等の重要な会計方針並びに税効果会計等に関して見積り及び

判断を行っております。過去の実績及び当該取引の状況に照らして、合理的と考える見積り及び判断を

行っておりますが、実際の結果は、見積りによる不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があ

ります。

なお、文中の将来に関する事項については、当事業年度末現在において当社が判断したものでありま

す。

　

(2) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　キャッシュ・フロー

当事業年度における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、営業活動、投資活動、財務活動

による各キャッシュ・フローの合計で前事業年度末に比べ３億79百万円増加し、８億70百万円となり

ました。

当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、63億68百万円（前事業年度は資金の減少58億

72百万円）となりました。

これは主に、売上債権の減少額52億４百万円、たな卸資産の減少額26億55百万円、仕入債務の減少額４

億56百万円等によるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度において投資活動に使用した資金は、57百万円（前事業年度は資金の減少７百万円）と

なりました。

これは主に、関係会社株式の取得による支出22百万円、従業員に対する長期貸付による支出13百万

円、無形固定資産の取得による支出12百万円等によるものであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度において財務活動に使用した資金は、58億52百万円（前事業年度は資金の増加54億６百

万円）となりました。

これは主に、短期借入金返済による支出57億19百万円、配当金の支払いによる支出１億25百万円等に

よるものであります。
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②　財政状態

(流動資産)

当事業年度末における流動資産は、180億44百万円(前事業年度末比73億23百万円減)となりました。

これは、売掛金が47億80百万円、商品が26億55百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。

　

(固定資産)

固定資産は、17億70百万円(前事業年度末比29百万円増)となりました。これは、関係会社株式が22百

万円増加したこと等によるものであります。

　

(流動負債)

流動負債は、135億49百万円(前事業年度末比67億81百万円減)となりました。これは、買掛金が４億56

百万円、短期借入金が61億21百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。

　

(固定負債)

固定負債は、４億83百万円(前事業年度末比25百万円増)となりました。これは、役員退職慰労引当金

が15百万円増加したこと、長期リース債務が11百万円増加したこと等によるものであります。

　

(純資産)

純資産合計は、57億81百万円(前事業年度末比５億38百万円減)となりました。これは、当期純損失４

億13百万円の計上や剰余金の配当等により、利益剰余金が５億39百万円減少したこと等によるもので

あります。
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(3) 経営成績の分析

①　売上高

「１　業績等の概要　(1) 業績」をご参照下さい。

②　売上総利益

売上高の減少及び円高ドル安により、仕入価格を販売価格へ転嫁できず売上総利益率が低下したた

め、売上総利益は、９億63百万円（前期比52.0％減）となりました。

③　営業損益

販売費及び一般管理費は、役員賞与引当金繰入額及び支払手数料などが減少したことにより前事業

年度に比べ、51百万円減少いたしました。その結果、営業損失は４億96百万円（前期は営業利益４億95

百万円）となりました。

④　経常損益

営業外損益につきましては、営業外収益は62百万円（前期比80.4％減）、また営業外費用は２億３百

万円（前年同期比10.9％増）となりました。その結果、経常損失は６億37百万円（前期は経常利益６億

30百万円）となりました。

⑤　当期純損益

前事業年度におきましては、投資有価証券売却益などによる特別利益の計上により特別損益は12百

万円のプラスでしたが、当事業年度における特別損益は、貸倒引当金繰入額などの計上により1百万円

のマイナスとなっております。

その結果、当事業年度の税引前当期純損失は６億39百万円（前期は税引前当期純利益６億42百万

円）、当期純損失は、△２億27百万円の法人税等調整額を計上したため、４億13百万円（前期は当期純

利益３億55百万円）となりました。

　

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社を取り巻く事業環境は非常に競争が激しく、数量の上で受注増となっても、単価の下落により売上

高としては下落する、という傾向が頻繁に見られます。

また、当社が参入している電子部品という事業分野においては、新技術の開発競争も激化の一途を辿っ

ており、汎用品であってもそのライフサイクルは短く、常に陳腐化する要素を含んでおります。

さらに当社においては売上高に占める海外取引の割合が非常に高いことから、売上高の回収・仕入決

済はドル建で行っており、円高ドル安の局面においては仕入価格の上昇を販売価格へ転嫁できず、売上総

利益率を低下させる要因となる恐れがあります。

一方、他社に先行して新商品を取り扱うことができれば、売上高・利益の面で優位な展開を図ることが

可能となります。

以上の状況から、当社においては市場動向・技術動向の迅速かつ的確な把握に努めるとともに、適切な

販売管理・購買管理による商品在庫のコントロールを行うことが経営上の重要な要素となっていると考

えております。
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(5) 戦略的現状と見通し

当社の事業は、日本国内の電子部品メーカーから電子部品・半導体を仕入れ、それを海外の電子機器

メーカーに販売することが主体となっております。

当社の販売先は、光学式ディスクドライブ、ＴＦＴパネル、携帯電話、生活家電等の分野で世界トップ

シェアを確保している大手企業であり、既に一定のシェアを確保している光学式ディスクドライブ・Ｔ

ＦＴパネル等の分野を中心に安定的な需要の確保に努めております。

また、半導体分野においては、顧客のニーズを的確に捉え、国内電子部品メーカーと協力して、カスタム

品の共同提案を実践し、新規モデル・新規商品への参入についても積極的な働きかけを行い、幅広い拡販

活動を推進してまいります。

さらに市場動向・技術動向を迅速かつ的確に把握し、高付加価値製品の創出及び新たな取引先や新規

ビジネスの獲得を図り、事業戦略のより一層の強化に努めてまいります。

　

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社の経営陣は、現在の事業環境に配慮し、入手し得る情報を可能な限り考慮した上で、最善の経営方

針を立案し実行するよう努めております。欧州諸国の財政危機や米国の景気停滞に加え、アジアを中心と

する新興国の経済成長も鈍化が予想されることや円高基調の継続も懸念され、景気動向につきましては、

先行き不透明かつ予断を許さない状況で推移すると考えられます。当社が参入しております電子部品業

界は、スマートフォンやタブレットＰＣ向け部品の需要増加が今後とも見込まれるものの、ＯＤＤ市場は

縮小傾向にあることや薄型ＴＶ需要の低迷も懸念されることなど、全体としては不透明感の強い状況と

なっております。

このような中、当社におきましては、これまで重点課題として取り組んできた既存顧客へ戦略的製品を

提案することによるマーケットシェアの維持・拡大に引き続き注力し、新規顧客の獲得や取扱商品の多

様化についてこれまで以上に積極的に取り組み、企業業績の向上に努めてまいります。その一環として、

当社は平成23年５月にエコや節電に貢献できるＬＥＤ関連技術を持つ企業への資本参加を実施いたしま

したが、今後とも収益性の高い新たな成長分野の開拓に注力してまいります。

経営管理では、販売先の生産計画を早期に把握し、商品仕入において適時的確な判断を実践することを

通し棚卸資産の圧縮に努めるなどして、為替変動の影響を最小限に抑えるとともに、更なる企業収益の向

上を図ってまいります。また、基幹システムの運用力強化と精度の向上、コーポレート・ガバナンスの強

化、リスク管理体制の強化を推進し、内部統制システムをより一層充実させるとともに、社員一人ひとり

に企業行動規範を徹底させ、「法令の遵守」「人権の尊重」「地球環境の保全」を常に意識し、高い倫理

観のもと、「良き企業市民」として行動させることを通して、企業の社会的責任を果たしていく所存であ

ります。

上記の方針に基づく企業努力を重ね、事業の成長性を確保しつつ経営管理能力を高めて行くことで、ス

テークホルダーからのより一層の信頼が確保できるものと確信しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度における設備投資の総額は25,321千円であり、その主なものは本社サーバー新規設置に伴う

リース資産購入20,070千円、建物付属設備購入2,572千円及び備品購入2,678千円等であります。

　

２ 【主要な設備の状況】

平成23年９月30日現在

事業所名
(所在地)

事業部門
の名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業
員数
(名)建物 構築物

車両
運搬具

工具、器具
及び備品

土地
(面積㎡)

リース
資産

合計

本社
(東京都千代田区)

全事業
統括業務
設備

356,6595944,665 5,122
920,324
(243)

23,0741,310,44152

ソウル支店
(韓国ソウル市)

全事業
技術サポ
ート拠点

1,134― ― 2,337
―
(―)

― 3,47226

シンガポール営
業所
(シンガポール)

全事業 営業所 68 ― ― 487
―
(―)

― 556 2

伊豆保養所
(静岡県伊東市)

―
福利厚生
施設

10,436― ― 95
37,016
(1,527)

― 47,549―

(注) １　金額には消費税等は含まれておりません。

２　現在休止中の設備はありません。

３　上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。

事業所名
(所在地)

事業部門の名称 設備の内容 従業員数(名) 年間賃借料(千円)

ソウル支店
(韓国ソウル市)

全事業 支店事務所設備 26 11,535

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

重要な設備の新設等の計画はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年12月22日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,529,100 2,529,100
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は、100株でありま
す。

計 2,529,100 2,529,100― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成18年12月１日 (注)１ 6,000 10,000 ― 200,000 ― ―

平成19年６月18日 (注)２ 198 10,198 31,680231,68031,680 31,680

平成19年９月28日 (注)３ 450 10,648135,000366,680135,000166,680

平成20年５月２日 (注)４2,118,9522,129,600 ― 366,680 ― 166,680

平成22年９月14日 (注)５320,0002,449,600147,200513,880147,200313,880

平成22年９月28日 (注)６ 79,5002,529,10036,570550,45036,570350,450

(注) １　吸収合併に伴う新株発行によるものであります。資本金及び資本準備金の増加はありません。

被合併会社　株式会社フーコ

合併比率　　60：１

なお、株式会社フーコの吸収合併に伴い、合併当日における株式会社フーコの株主に当社株式を交付いたしま

した。

交付先　武石健次、武石将樹、武石智樹、武石富江

２　有償第三者割当　発行価格 320,000円、資本組入額 160,000円、

主な割当先　フーマイスターグループ従業員持株会、廣瀬義幸　他８名

３　有償第三者割当　発行価格 600,000円、資本組入額 300,000円、

割当先　株式会社ルネサステクノロジ(現ルネサス エレクトロニクス株式会社)、野村證券株式会社、株式会社

三菱東京ＵＦＪ銀行

４　株式分割

平成20年４月15日付の取締役会決議に基づき、平成20年５月２日付で、平成20年５月１日最終の株主名簿に記

載又は記録された株主に対し、所有株式数を１株につき200株の割合をもって分割いたしました。

５　有償一般募集(ブックビルディング方式)

発行価格1,000円、引受価額920円、

払込金額850円、資本組入額460円

６　オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資

割当先　野村證券株式会社

発行価格1,000円、資本組入額460円
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(6) 【所有者別状況】

平成23年９月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 3 8 15 4 ― 908 938 ―

所有株式数
(単元)

― 223 55 8,698 134 ― 16,17825,288 300

所有株式数
の割合(％)

― 0.9 0.2 34.4 0.5 ― 64.0 100.0 ―

　

(7) 【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＴＭＫ 東京都杉並区高円寺南４丁目20番５号 800,000 31.63

武石　健次 東京都杉並区 360,000 14.23

武石　将樹 東京都杉並区 260,000 10.28

武石　智樹 東京都中野区 190,000 7.51

武石　富江 東京都杉並区 160,000 6.32

フーマイスターグループ従業員
持株会

東京都千代田区内神田２丁目３番３号 71,100 2.81

ルネサスエレクトロニクス株式
会社

神奈川県川崎市中原区下沼部1753 50,000 1.97

木村　光俊 愛知県大府市 20,000 0.79

武石　博 埼玉県上尾市 20,000 0.79

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 20,000 0.79

計 ― 1,951,100 77.14

(注)　発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を切り捨てて表示しております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,528,800
25,288 ―

単元未満株式
普通株式

300
― ―

発行済株式総数 2,529,100― ―

総株主の議決権 ― 25,288 ―

　

② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 該当事項はありません。
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

　

３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元の充実と事業の成長及び経営基盤強化のための内部留保の充実を総合的

に勘案し、バランス良く配分することを基本方針としております。毎事業年度における配当は、期末配当金

として株主に、年１回、継続的かつ安定的に利益配分する方針であります。

当期は、上記の方針に基づき、１株当たり35円の配当を実施いたします。

内部留保資金は、優秀な人材の確保及び業務の効率性の向上のために有効活用し、長期的な視野において

株主に利益を還元する体制の構築に努めていく所存であります。

なお、配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。当社は定款において取締

役会の決議により中間配当を行うことができる旨を定めております。

　
(注)　基準日が平成23年９月期に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(千円) １株当たり配当額(円)

平成23年12月22日
定時株主総会決議

88,518 35.0
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

決算年月 平成19年９月 平成20年９月 平成21年９月 平成22年９月 平成23年９月

最高(円) ― ― ― 1,055 790

最低(円) ― ― ― 800 410

(注)　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであり、それ

以前は、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであります。

当社株式は、平成22年９月15日から大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)に上場されております。それ以前につい

ては、該当事項はありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 570 603 570 563 547 550

最低(円) 472 440 460 491 451 456

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

― 武石　健次 昭和19年８月10日

昭和43年４月武石繊維工業株式会社入社

(注)４ 360,000昭和44年４月フーマイスター日本株式会社入社

昭和63年３月当社設立　代表取締役社長就任（現任）

取締役
副社長

ＦＰＤ
営業本部長
兼ソウル支店
管掌

武石　　博
(注)１

昭和21年６月15日

昭和46年４月高千穂交易株式会社

（現日本ユニシス株式会社）入社

(注)４ 20,000

平成11年10月同社新潟支店長

平成14年４月株式会社トレードビジョン(日本ユニシ

ス株式会社連結子会社)代表取締役社長

就任

平成17年４月当社取締役就任

平成18年４月当社専務取締役就任

平成19年７月当社取締役副社長兼ＦＰＤ営業本部長就

任

平成20年１月当社取締役副社長兼ＦＰＤ営業本部長

兼ソウル支店管掌（現任）

専務取締役
電子営業
本部長

廣瀬　義幸 昭和21年11月６日

昭和46年４月株式会社日立製作所入社

(注)４ 3,000

平成３年８月 同社海外電子営業本部半導体アジア部長

平成13年４月同社半導体グループビジネスオペレー

ション統括部門長

平成15年４月株式会社ルネサステクノロジ(現ルネサ

ス エレクトロニクス株式会社)海外営業

統括部長

平成18年４月当社専務取締役半導体営業本部長就任

平成18年８月当社専務取締役電子営業本部長（現任）

常務取締役
テクニカル
サポート
センター長

豆田　順一 昭和23年11月24日

昭和49年４月株式会社日立製作所入社

(注)４ 2,000

平成12年８月同社半導体グループ電子統括営業本部

システムＬＳＩ技術本部

デジタル民生技術部長

平成14年10月同社半導体グループ電子営業統括本部

国内電子営業本部エグゼクティブ

平成15年４月株式会社ルネサステクノロジ(現ルネサ

ス エレクトロニクス株式会社)半導体グ

ループ電子営業統括本部

国内電子営業本部エグゼクティブ

（事業承継）

平成17年６月株式会社ルネサス販売(現ルネサス エレ

クトロニクス販売株式会社)理事技術本

部長兼技術本部第四営業技術部長

平成18年６月同社取締役技術本部長就任

平成20年４月当社常務取締役テクニカルサポート

センター長就任（現任）

常務取締役
電子デバイス
営業本部長

岡田　高彦 昭和22年４月14日

昭和45年４月株式会社日立製作所入社

(注)４ 2,000

平成６年２月 同社ＡＶ機器事業部部品事業推進部長

平成11年４月同社デジタルメディアグループデジタル

メディアシステム事業部部品部長

平成13年２月株式会社日立メディアエレクトロニクス

転入　営業本部副本部長

平成13年６月同社取締役就任営業本部長兼輸出管理本

部副本部長兼環境本部環境推進センタ副

センタ長

平成18年２月同社取締役営業本部長兼ＣＭプロジェク

トサブプロジェクトリーダー兼光ピック

アップ営業部長兼輸出管理本部副本部長

平成20年12月当社常務取締役電子デバイス営業本部長

就任（現任）

常務取締役
電子営業本部
統括副本部長

武石　将樹
(注)２

昭和45年９月29日

平成６年４月 株式会社日立マイクロデバイス

（現ルネサスエレクトロニクス販売株式

会社）入社

(注)４ 260,000

平成９年４月 当社入社　半導体営業本部

平成15年10月当社半導体営業本部第一部部長

平成18年１月当社取締役経営企画部長就任

平成22年２月当社取締役社長室長

平成22年12月当社常務取締役電子営業本部統括副本部

長就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役
管理本部長
兼財務部長

藤田　和弘 昭和31年３月26日

昭和54年４月株式会社三和銀行（現株式会社三菱東京

UFJ銀行）入行

(注)４ 2,000

平成９年10月同社虎ノ門支店副支店長

平成11年２月同社立川支店長兼法人営業部長

平成15年２月株式会社UFJ銀行（現株式会社三菱東京

UFJ銀行）三田支店長兼法人営業部長

平成16年９月同社新宿支店長兼法人営業第一部長

平成22年１月当社入社　管理本部副本部長兼総務部長

平成22年２月当社取締役管理本部長兼総務部長就任

平成22年12月当社取締役管理本部長兼財務部長（現

任）

取締役
ディスプレイ
営業本部長

新井　英介 昭和24年３月10日

昭和46年４月株式会社日立製作所入社

(注)４ 2,000

平成８年８月 同社電子統括営業本部国際電子営業本部

電子デバイス第一部長

平成11年４月同社半導体グループ電子統括営業本部国

際ディスプレイ本部営業第一部長

平成14年10月株式会社日立ディスプレイズ営業統括本

部エグゼクティブ

平成17年４月同社営業統括本部海外営業本部本部長

平成22年４月当社入社　電子営業本部副本部長

平成22年12月当社取締役ディスプレイ営業本部長就任

（現任）

常勤監査役 ―
本間　康雄
(注)３

昭和22年８月３日

昭和46年４月高千穂交易株式会社（現日本ユニシス株

式会社）入社

(注)５ 1,000

昭和63年４月同社マーケティング部グループマネー

ジャー

平成13年10月株式会社サンライズネット代表取締役就

任

平成17年７月オリックス人材株式会社営業推進役

平成20年３月当社監査役就任

平成20年５月オリックス・レンテック株式会社営業推

進役

平成21年11月当社常勤監査役（現任）

監査役 ―
吉成　外史
(注)３

昭和25年２月19日

昭和48年10月アーサー・アンダーセン会計事務所入所

(注)５ 1,000

昭和63年３月山本栄則法律事務所入所
平成３年４月 吉成・城内法律事務所開設
平成４年６月 株式会社トミー（現株式会社タカラトミ

ー）監査役就任（現任）
平成10年１月あかつき総合法律事務所開設

平成18年12月当社監査役就任(現任)

監査役 ―
佐藤　正男

(注)３
昭和19年４月24日

昭和38年４月仙台国税局入局

(注)６ ―

平成10年７月東京国税局不服審判所税審判官

平成12年７月税務大学校研究部教授

平成14年７月西新宿税務署長

平成15年８月佐藤正男税理士事務所所長（現任）

平成19年１月株式会社システナ監査役就任（現任）

平成22年12月当社監査役就任(現任)

計 653,000

　 (注) １　取締役副社長 武石博は、代表取締役社長 武石健次の二親等内血族（実弟）であります。

２　常務取締役 武石将樹は、代表取締役社長 武石健次の二親等内血族（長男）であります。

３　監査役 本間康雄、吉成外史、佐藤正男は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

４　任期は、平成23年12月22日定時株主総会終結の時から平成24年９月期定時株主総会終結の時までであります。

５　任期は、平成22年４月28日臨時株主総会終結の時から平成25年９月期定時株主総会終結の時までであります。

６　辞任により退任した監査役の補欠として選任しているため、当社定款の定めに従い、任期は、平成22年12月22日

定時株主総会終結の時から平成25年９月期定時株主総会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業価値を継続的に向上するために、「コンプライアンスの強化」、「経営監視体制の強化」、

「ディスクロージャーの強化」を図り実践し続けることが、社会から信頼され、健全で透明性の高い経営

を実現するうえで、最も重要な課題のひとつであると位置づけており、コーポレート・ガバナンスに対す

る基本的な考え方としております。

　

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

イ．会社機関の基本説明

Ⅰ　取締役会

取締役会は８名で構成されており、原則月１回、また必要に応じて随時に開催して、会社法に定め

られた事項および経営に関する重要事項について審議、決議しております。

Ⅱ　監査役会

当社は、監査役会設置会社であり、監査役３名で構成されており、全員が社外監査役であります。ま

た、監査役は、取締役会の他、重要な会議に出席し、取締役の業務執行状況を把握・監視できる体制と

なっております。

なお、監査役会を原則月１回開催、また必要に応じて随時に開催し、監査計画に基づく監査の実施

状況並びに会社の状況報告の確認を行い、情報の共有化を図っております。

Ⅲ　内部監査

内部監査部門として、社長室が内部監査を実施し、監査役との連携のもと、業務執行の適法かつ適

正・合理的な遂行状況について監査を行い、各部門に対して問題点の指摘・改善提案と、そのフォ

ローアップを行っております。

Ⅳ　会計監査

当社は、アスカ監査法人を会計監査人とし、継続して会社法監査および金融商品取引法に則った監

査を受けております。
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当社の経営管理組織の体制を図で示すと、次のとおりであります。

　

　

ロ．現状の体制を採用している理由

当社では、経営の透明性及び健全性の維持、内部統制及びコンプライアンス遵守の徹底、迅速かつ

的確な意思決定を行うことを目的として、現行の体制を採用しております。

　

ハ．内部統制システムの整備の状況

株式会社フーマイスターエレクトロニクスは、企業理念にかなった企業活動を通じ、企業価値の増

大を図るとともに、永続的かつ安定的な企業基盤を構築するため、会社法及び会社法施行規則に基づ

き、下記の通り、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制ならびに

その他業務の適正を確保するために必要な体制（内部統制システム）に関する基本方針を整備す

る。

〔内部統制システムの基本方針〕

Ⅰ　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ⅰ　社内における行動規範・基準として、「フーマイスターエレクトロニクス企業行動規範」を定

め、法令遵守を企業活動の前提とすることを徹底する。

ⅱ 当社は株主総会及び取締役のほか、法律上の機関として取締役会、監査役会、会計監査人を設置

する。取締役会は取締役10名以内により構成し、経営の意思決定と重要な業務執行の決定を行う

とともに、取締役の業務執行を監督する。監査役は４名以内により構成し、監査役会を定期的に

開催する。また、各監査役は取締役から独立した立場において取締役会に出席し必要に応じて意

見を述べるとともに、取締役の業務の執行状況の監査を行い、かつ、計算書類等の適正を確保す

るため、会計監査を実施する。会計監査人は、独自の立場から計算書類等の会計監査を行う。
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ⅲ　内部監査部門は、「内部監査規程」に基づき、各部門における法令や規程等の遵守状況及び業

務の標準化・効率化をチェックするなど業務執行状況の監査を行う。

ⅳ　経営関連、人事関連、経理関連及び業務関連における個別規程を整備し、取締役及び使用人に周

知徹底することで、適正かつ効率的に職務の遂行を行う。

ⅴ　「内部通報者保護規程」に基づき、法令・定款に違反またはその恐れがある事項を直接通報・

相談することができる体制を整備する。

ⅵ　「輸出管理規程」に基づき、輸出管理委員会を設置し、外国為替及び外国貿易法により規制さ

れる貨物及び技術の取引に係る必要な手続き並びに管理を適切に行い、必要な教育を実施する。

ⅶ　反社会的勢力との関係を一切持たないことを基本方針として、「フーマイスターエレクトロニ

クス企業行動規範」に明記し周知徹底するとともに、「反社会的勢力対応マニュアル」を整備

・運用することで被害の防止に努め、反社会的勢力との関係を遮断する。

　

Ⅱ　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ⅰ　「文書管理規程」に基づき、文書の整理、保管及び廃棄を行う。取締役及び監査役は、これらの

文書を常時閲覧することができる。

ⅱ　「機密管理規程」、「個人情報保護規程」及び「インサイダー取引防止規程」等に基づき、法

令遵守はもとより、情報の漏えいや不正利用が発生しないように努める。

ⅲ　内部監査部門は各部門における情報の保存・管理及び廃棄処分の状況を定期的に監査する。

Ⅲ　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ⅰ　「危機管理規程」に基づき、経営活動に潜在するリスクを特定し予見することで、平常時から

リスクの低減を行い、経営危機の未然防止及び早期発見に努める。

ⅱ　重大な危機が発生した場合は、直ちに対策本部を設置する。また、混乱を防止するため「危機管

理マニュアル」に基づき、危機の発生に伴い生じる損失や不利益を最小限に食い止めるように

努める。

Ⅳ　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ⅰ　取締役会を毎月１回開催するとともに、必要に応じて臨時で開催する。

ⅱ　取締役会は各取締役の分掌業務を定めるとともに重要な意思決定事項に関し、「取締役会規

程」、「職務権限規程」及び「業務分掌規程」等により決裁権限を明確化し、業務執行を適正か

つ効率的に行う。

Ⅴ　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項

ⅰ　監査役からその職務を補助すべき使用人を求められた場合は、補助使用人（専属のスタッフ）

を置く。当該スタッフの人数及び地位は、監査役と協議の上、決定する。

ⅱ　補助使用人の人事異動・人事評価・懲戒処分等に関する事項は監査役と十分協議し、同意の上

で行うものとする。
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Ⅵ　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

ⅰ　取締役は法令・定款に違反する行為をし、またはする恐れがある事実及び会社に著しい損害を

およぼす恐れがある事実を監査役に報告する。

ⅱ　監査役は主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役また

は使用人に対しその説明を求めることができる。

ⅲ　監査役は内部監査部門と緊密な連携を保ち必要に応じて報告を求めることができる。

Ⅶ　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ⅰ　監査役は会社の内部統制上の組織・規程・手続等の諸制度及び運用についての意見を取締役

に述べることができ、また当該諸制度に変更があった場合には、取締役に報告を求めることがで

きる。

ⅱ　監査役は代表取締役と定期的に面談し経営全般における課題や取締役及び使用人の業務執行

の妥当性について意見交換する。

ⅲ　監査役は取締役会に出席するほか、重要な会議に出席し、取締役会の意思決定　　　　　　及び業務

執行状況を常にチェックすることができ、必要に応じて意見を述べることができる。

　

②　法令遵守、コンプライアンス体制の整備状況

イ．営業活動におけるコンプライアンス体制

対象 法令等名 監督官庁 法的規制の内容

半導体商品
電子デバイス商品

外国為替及び外国貿易法 財務省
外国為替及び外国貿易について規定
したもの

輸出貿易管理令

経済産業省

輸出の許可要件、特例、有効期間、報
告等について規定したもの

貨物等省令 貨物等の分類について定めたもの

輸出規則
輸出許可の手続、輸出許可申請書等
について規定したもの

おそれ省令
核兵器等の開発に用いられるおそれ
がある場合を規定したもの

当社は電子部品を輸出することを主な事業としており、外国為替及び外国貿易法（外為法）をは

じめとする上記法的規制において制限されている輸出管理品目に該当するような商品が輸出される

ことのないよう、法令遵守の為の輸出管理規程を導入し、輸出管理委員会を設置して、監視体制を敷

いております。

輸出管理委員会は、代表取締役社長を委員長とし、取締役７名及び副本部長４名の計11名を委員と

する構成となっており、管理本部が事務局を務めております。

具体的な活動内容としては、下記のとおりであります。

Ⅰ　仕入先である電子部品メーカーからのリスト規制貨物該非判定書またはパラメーターシートの

入手及び確認

Ⅱ　経済産業省作成の輸出貿易管理令別表第１の対象貨物リストに基づく自社輸出品目の該非の判

定（Ⅰと併用することでより安全性を高める）

Ⅲ　新規取引について、最終仕向地が経済産業省指定の「ホワイト国」26カ国に該当しているか否か

の確認（経由地が「ホワイト国」・仕向地が「ホワイト国以外」の場合は規制の対象となる）
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Ⅳ　Ⅲの仕向地が「ホワイト国」以外である場合、輸出品の用途が経済産業省作成の「キャッチオー

ル規制」に該当するか否かの確認

Ⅴ　同じく新規取引について、取引先企業が経済産業省作成の「外国ユーザーリスト」に記載されて

いるか否かの確認

Ⅵ　取引先企業がⅤの「外国ユーザーリスト」に記載されていない場合、過去において大量破壊兵器

等の開発を行っていないかどうかの確認（自社で入手できる資料・情報の範囲でできるだけ詳

細に）

Ⅶ　輸出管理規制に関する啓蒙及び輸出管理業務についての指導・教育等を行っております。

　

ロ．事業活動におけるコンプライアンス体制

当社では、会社法及び労働基準法等を十分に理解し、法令・定款等に違反する事項又はその恐れが

ある事項を早期に発見し、是正又は予防を図るため、「内部通報者保護規程」を制定し、コンプライ

アンス経営の強化に努めております。具体的には従業員等からの通報及び相談を受ける窓口を総務

部内に設置しております。また、事実を知り得た者が窓口を利用しやすくするため、匿名での受付、電

子メール、ＦＡＸ等により24時間いつでも受付けられるようにしております。

　

③　リスク管理体制の整備の状況

当社は、企業価値に影響を与える広範なリスクを適切に管理することが経営上の重要な課題である

と位置付け、リスク管理体制強化に努めております。

経営戦略上の意思決定に関わるリスクについては、関係部門でその分析・対策の検討を行っており

ます。特に重要な案件については、取締役会が十分な審議を行った上で意思決定を行い、その後の進捗

についても定期的、継続的に監視しております。

最近の為替の急激な変動などの外的要因による業績への影響についても必要に応じて随時に分析・

検証を行うなど当社を取り巻くリスクを組織的かつ適切に管理（予防、分析、対処、報告）しておりま

す。

　

④　内部監査及び監査役監査の状況

当社では内部監査制度を導入しており、業務執行における法令や規程の遵守状況及び業務の標準化

・効率化をチェックする体制をとっております。内部監査については、社長室長１名および室員２名の

計３名が担当しております。

監査役は、取締役会への出席、取締役からの報告・説明などの聴取、重要な会議へ出席するほか、効果

的かつ効率的な監査を行うため、監査対象・内容について監査役監査を実施しております。

なお、内部統制システムの有効性を高める為に、監査役・会計監査人及び社長室が連携し、計画的か

つ継続的に三様監査を実施しております。具体的には、監査役は、社長室とも緊密な連携を保ち、監査上

の必要性に従い社長室から報告を求め、社長室長は必要に応じて監査役会に出席して、内部監査の実施

状況や内部監査計画等について報告を行っております。また、監査役及び社長室長は会計監査人が開催

する監査結果報告会に出席し、情報共有、意見交換を行っております。
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⑤　社外取締役及び社外監査役

当社の社外監査役は３名であります。

社外監査役は本間康雄、吉成外史、佐藤正男の３名であり、本間康雄、吉成外史は当社株式をそれぞれ

1,000株保有しておりますが、当社との間に重要な取引関係および特別な利害関係はありません。

当社は、経営監視機能を充実させるため、社外監査役の選任にあたっては、独立性や専門性を重視す

ることとしております。なお、本間康雄、吉成外史の両氏は、大阪証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同証券取引所に届け出ております。

社外監査役は、取締役会や重要な会議への出席により経営監督機能を担うとともに、社長室や会計監

査人と緊密に連携することで、監査の成果を高めております。

当社は社外取締役を選任しておりませんが、監査役３名全員を社外監査役とすることで経営の監視

機能を十分に確保できる体制になっております。

　

⑥　役員の報酬等

イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額 (千円) 対象となる
役員の人数
(人)基本報酬

ストック・
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役：該当無し)

81,43955,800 ― 9,50016,139８

監査役 656 600 ― ― 56 １

社外監査役 13,12312,750 ― ― 373 ３

(注) １　監査役(社外監査役を除く)の人数には、平成22年12月22日開催の定時株主総会終結の時をもって退任した監査

役１名を含んでおります。なお、期末日現在の監査役(社外監査役を除く)はおりません。

２　取締役の支給額には、使用人兼務取締役における使用人分給与は含まれておりません。

３　取締役の報酬限度額は、平成18年12月25日開催の第19期定時株主総会において年額240百万円以内（ただし、使

用人分給与は含まない）と決議されております。

４　監査役の報酬限度額は、平成18年12月25日開催の第19期定時株主総会において年額20百万円以内と決議されて

おります。

５　退職慰労金の額には、平成23年９月期に係る退職慰労引当金繰入額16,512千円（取締役８名に対して16,139千

円、社外監査役１名に対して373千円）が含まれております。

６　上記のほか、平成22年12月22日開催の第23期定時株主総会決議に基づき、退任監査役1名に対して、627千円を役

員退職慰労金として支給しております。なお、この金額には、過年度の事業報告において開示した役員退職慰

労引当金の繰入額571千円が含まれております。

　

ロ．提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

ハ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

当社の役員報酬については、株主総会の決議により定められた報酬限度額の範囲内において決

定しております。各取締役の報酬額は、取締役会の授権を受けた代表取締役が、責任範囲の大きさ

や業績等を勘案して決定しております。各監査役の報酬額は、監査役会の協議により決定しており

ます。
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⑦　株式の保有状況

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的

(前事業年度)

該当事項はありません。

　

(当事業年度)

該当事項はありません。

　
ハ．純投資目的で保有する投資株式

　
　

前事業年度
(千円)

当事業年度 (千円)

貸借対照表計
上額の合計額

貸借対照表計
上額の合計額

受取配当金の
合計額

売却損益の合
計額

評価損益の合
計額

非上場株式 ― ― ― ― ―

非上場株式以外の株式 39,238 41,550 845 ― 3,909

　

⑧　会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は田中大丸及び若尾典邦であり、アスカ監査法人に所属

しております。また監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士２名その他６名であります。なお、継続

監査年数が７年以内のため、年数の記載を省略しております。

　

⑨　取締役会で決議出来る株主総会決議事項

当社は、取締役会の決議をもって会社法第165条第２項の規定に基づき自己株式の取得を行うことが

できる旨及び会社法第454条第５項の規定に基づき中間配当を行うことができる旨定款に定めており

ます。

これは、自己株式の取得及び中間配当を、経営環境の変化に対応してより機動的に実施できるように

するためであります。

また、当社は会社法第426条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の賠償責任について、法令

に定める要件に該当する場合には、賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を

限度として免除することができる旨を定款に定めております。

これは、取締役（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役であったものを含む。）が期待

される役割を十分に発揮できるようにするためであります。
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⑩　取締役の員数

当社の取締役は、10名以内とする旨定款に定めております。

　

⑪　取締役の選任及び解任の決議要件

取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、その決議は累積投票によ

らないものとする旨を定款に定めております。

なお、解任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

　

⑫　株主総会の特別決議の要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主

総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づ

く報酬（千円）

非監査業務に基づ

く報酬（千円）

監査証明業務に基づ

く報酬（千円）

非監査業務に基づ

く報酬（千円）

15,800 2,000 15,800 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(前事業年度)

当社が会計監査人に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、上場申請に係るコ

ンフォートレター作成業務であります。

　

(当事業年度)

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等の監査計画、監査内容、監査日数等の諸要素を勘案し、また、当社の事業規模

等を考慮して監査報酬額を決定しております。

なお、監査報酬の決定にあたっては、監査役の同意を得ております。

　

EDINET提出書類

株式会社フーマイスターエレクトロニクス(E24576)

有価証券報告書

44/86



第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成21年10月１日から平成22年９月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成22年10月１日から平成23年９月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成21年10月１日から平成22年

９月30日まで)及び当事業年度(平成22年10月１日から平成23年９月30日まで)の財務諸表について、アスカ

監査法人の監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年９月30日)

当事業年度
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※１
 492,236 872,032

受取手形 423,976 －

売掛金 16,694,220 11,913,863

商品 6,987,809 4,332,672

前渡金 304,113 305,186

前払費用 28,203 27,992

繰延税金資産 134,562 350,782

未収消費税等 274,199 202,305

その他 29,199 40,789

貸倒引当金 － △1,003

流動資産合計 25,368,519 18,044,622

固定資産

有形固定資産

建物 613,117 615,690

減価償却累計額 △231,486 △247,389

建物（純額） ※１
 381,631

※１
 368,300

構築物 3,464 3,464

減価償却累計額 △2,756 △2,870

構築物（純額） 708 594

車両運搬具 17,088 15,561

減価償却累計額 △9,187 △10,896

車両運搬具（純額） 7,900 4,665

工具、器具及び備品 54,625 57,303

減価償却累計額 △45,194 △49,261

工具、器具及び備品（純額） 9,430 8,042

土地 ※１
 957,340

※１
 957,340

リース資産 20,139 40,209

減価償却累計額 △10,065 △17,134

リース資産（純額） 10,073 23,074

有形固定資産合計 1,367,085 1,362,019

無形固定資産

ソフトウエア 29,745 26,480

その他 4,104 3,834

無形固定資産合計 33,850 30,314

投資その他の資産

投資有価証券 39,238 41,550

関係会社株式 － 22,400

出資金 50,188 50,188

従業員に対する長期貸付金 21,329 25,777

長期前払費用 8,297 7,576

繰延税金資産 169,952 179,964

その他 126,811 127,902

貸倒引当金 △75,971 △77,471

投資その他の資産合計 339,847 377,888

固定資産合計 1,740,783 1,770,222

資産合計 27,109,303 19,814,845
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年９月30日)

当事業年度
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 ※１
 7,006,259

※１
 6,549,267

短期借入金 ※１, ※２, ※３
 12,937,839

※２, ※３
 6,816,500

リース債務 5,737 7,806

未払金 64,291 68,982

未払費用 24,582 24,831

未払法人税等 194,192 1,067

前受金 6,674 4,231

預り金 7,156 14,333

賞与引当金 53,474 52,396

役員賞与引当金 30,000 9,500

その他 779 850

流動負債合計 20,330,988 13,549,767

固定負債

退職給付引当金 68,467 77,986

役員退職慰労引当金 254,542 270,484

投資損失引当金 102,751 100,774

リース債務 4,691 16,350

長期預り保証金 27,774 17,880

固定負債合計 458,228 483,477

負債合計 20,789,217 14,033,245

純資産の部

株主資本

資本金 550,450 550,450

資本剰余金

資本準備金 350,450 350,450

その他資本剰余金 2,032,220 2,032,220

資本剰余金合計 2,382,670 2,382,670

利益剰余金

利益準備金 50,000 50,000

その他利益剰余金

別途積立金 800,000 800,000

繰越利益剰余金 2,536,017 1,996,160

利益剰余金合計 3,386,017 2,846,160

株主資本合計 6,319,138 5,779,281

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 947 2,318

評価・換算差額等合計 947 2,318

純資産合計 6,320,086 5,781,599

負債純資産合計 27,109,303 19,814,845
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 99,675,223 76,928,202

売上原価

商品期首たな卸高 2,596,001 6,987,809

当期商品仕入高 102,060,432 73,309,840

合計 104,656,433 80,297,649

商品期末たな卸高 6,987,809 4,332,672

売上原価 97,668,624 75,964,976

売上総利益 2,006,599 963,225

販売費及び一般管理費

役員報酬 68,731 69,150

給料手当及び賞与 568,293 564,705

法定福利費 78,042 84,496

退職給付費用 20,861 16,185

役員退職慰労引当金繰入額 14,897 16,512

役員賞与引当金繰入額 30,000 9,500

賞与引当金繰入額 53,474 52,396

旅費及び交通費 110,300 103,098

販売手数料 141,297 175,513

支払手数料 111,008 50,578

減価償却費 46,034 46,669

長期前払費用償却 721 721

その他 267,728 270,536

販売費及び一般管理費合計 1,511,392 1,460,064

営業利益又は営業損失（△） 495,207 △496,839

営業外収益

受取利息及び配当金 1,628 2,016

為替差益 237,865 －

受取家賃 28,997 33,581

仕入割引 － 16,234

その他 50,433 10,694

営業外収益合計 318,925 62,526

営業外費用

支払利息 92,874 82,447

為替差損 － 51,387

支払手数料 62,178 60,026

株式公開費用 20,158 －

その他 8,297 9,600

営業外費用合計 183,508 203,462

経常利益又は経常損失（△） 630,623 △637,775
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年９月30日)

特別利益

固定資産売却益 ※１
 862

※１
 98

投資有価証券売却益 11,182 －

会員権売却益 114 －

特別利益合計 12,158 98

特別損失

貸倒引当金繰入額 － 1,500

固定資産売却損 ※２
 19 －

特別損失合計 19 1,500

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 642,762 △639,177

法人税、住民税及び事業税 310,079 1,398

法人税等調整額 △22,523 △227,173

法人税等合計 287,556 △225,775

当期純利益又は当期純損失（△） 355,205 △413,402
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年９月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 366,680 550,450

当期変動額

新株の発行 183,770 －

当期変動額合計 183,770 －

当期末残高 550,450 550,450

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 166,680 350,450

当期変動額

新株の発行 183,770 －

当期変動額合計 183,770 －

当期末残高 350,450 350,450

その他資本剰余金

前期末残高 2,032,220 2,032,220

当期末残高 2,032,220 2,032,220

資本剰余金合計

前期末残高 2,198,900 2,382,670

当期変動額

新株の発行 183,770 －

当期変動額合計 183,770 －

当期末残高 2,382,670 2,382,670

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 50,000 50,000

当期末残高 50,000 50,000

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 800,000 800,000

当期末残高 800,000 800,000

繰越利益剰余金

前期末残高 2,197,849 2,536,017

当期変動額

剰余金の配当 △17,036 △126,455

当期純利益又は当期純損失（△） 355,205 △413,402

当期変動額合計 338,168 △539,857

当期末残高 2,536,017 1,996,160

利益剰余金合計

前期末残高 3,047,849 3,386,017

当期変動額

剰余金の配当 △17,036 △126,455

当期純利益又は当期純損失（△） 355,205 △413,402

当期変動額合計 338,168 △539,857

当期末残高 3,386,017 2,846,160
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年９月30日)

株主資本合計

前期末残高 5,613,429 6,319,138

当期変動額

新株の発行 367,540 －

剰余金の配当 △17,036 △126,455

当期純利益又は当期純損失（△） 355,205 △413,402

当期変動額合計 705,708 △539,857

当期末残高 6,319,138 5,779,281

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △3,900 947

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

4,848 1,370

当期変動額合計 4,848 1,370

当期末残高 947 2,318

評価・換算差額等合計

前期末残高 △3,900 947

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

4,848 1,370

当期変動額合計 4,848 1,370

当期末残高 947 2,318

純資産合計

前期末残高 5,609,528 6,320,086

当期変動額

新株の発行 367,540 －

剰余金の配当 △17,036 △126,455

当期純利益又は当期純損失（△） 355,205 △413,402

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,848 1,370

当期変動額合計 710,557 △538,486

当期末残高 6,320,086 5,781,599
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 642,762 △639,177

減価償却費 46,034 46,669

長期前払費用償却額 721 721

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 2,503

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,930 △1,078

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 20,000 △20,500

退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,084 9,518

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 14,139 15,941

受取利息及び受取配当金 △1,628 △2,016

支払利息 92,874 82,447

為替差損益（△は益） △691,881 △320,256

匿名組合投資損益（△は益） 584 △1,976

有形固定資産売却損益（△は益） △842 △98

会員権売却損益（△は益） △114 －

投資有価証券売却損益（△は益） △11,182 －

売上債権の増減額（△は増加） 7,945,061 5,204,332

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,391,808 2,655,136

仕入債務の増減額（△は減少） △9,030,924 △456,992

その他の流動資産の増減額（△は増加） △113,683 59,188

その他の流動負債の増減額（△は減少） △36,872 8,839

小計 △5,505,606 6,643,203

利息及び配当金の受取額 1,670 2,032

利息の支払額 △92,621 △82,194

法人税等の支払額 △276,407 △194,523

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,872,965 6,368,518

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1 △0

有形固定資産の取得による支出 △20,804 △5,250

有形固定資産の売却による収入 1,822 108

無形固定資産の取得による支出 △3,169 △12,762

関係会社株式の取得による支出 － △22,400

投資有価証券の取得による支出 △56,800 －

投資有価証券の売却による収入 67,982 －

従業員に対する長期貸付けによる支出 △1,562 △13,757

従業員に対する長期貸付金の回収による収入 4,272 7,884

会員権の売却による収入 142 －

差入保証金の差入による支出 － △1,091

長期預り保証金の返還による支出 △7,523 △9,893

長期預り保証金の受入による収入 7,987 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,654 △57,163
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,061,399 △5,719,169

リース債務の返済による支出 △5,745 △7,259

配当金の支払額 △17,036 △125,802

株式の発行による収入 367,540 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,406,157 △5,852,232

現金及び現金同等物に係る換算差額 △38,246 △79,326

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △512,708 379,795

現金及び現金同等物の期首残高 1,002,924 490,215

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 490,215

※１
 870,011

EDINET提出書類

株式会社フーマイスターエレクトロニクス(E24576)

有価証券報告書

53/86



【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

―

 
(1) 関連会社株式

移動平均法による原価法を採用し

ております。

　 その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同　左

 
 

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品

　個別法による原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）を採用して

おります。

商品

同　左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法）を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 ３～50年

構築物 10～20年

車両運搬具 ５～６年

工具、器具及び備品 ２～20年

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

同　左

　 (2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用期間

（５年）に基づいております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

同　左

　 (3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法によっており

ます。

(3) リース資産

　　　　　　同　左

 

　 (4) 長期前払費用

定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用

同　左

４　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。

なお、在外支店の資産及び負債は、

決算日の直物為替相場により、また

収益及び費用は発生日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

同　左
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項目
前事業年度

(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

売掛金、従業員に対する長期貸付

金及び会員権等の債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同　左

　 (2) 賞与引当金

従業員の賞与金の支払に備えて、

賞与支給見込額の当事業年度負担額

を計上しております。

(2) 賞与引当金

同　左

　 (3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。

(3) 役員賞与引当金

同　左

　 (4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末現在の自己都合による

退職金要支給額及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

(4) 退職給付引当金

同　左

　 (5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づく

当事業年度末の要支給額を計上して

おります。

(5) 役員退職慰労引当金

同　左

　 (6) 投資損失引当金

レバレッジドリースの累積損失額

のうち、当社の負担に帰属するもの

を計上しております。

なお、レバレッジドリースの会計

処理については、「７　その他財務諸

表作成のための基本となる重要な事

項 (2) レバレッジドリースの会計

処理」に記載しております。

(6) 投資損失引当金

同　左

６　キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。

同　左
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項目
前事業年度

(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっており、控除対象

外消費税及び地方消費税は、当事業

年度の費用として処理しておりま

す。

(1) 消費税等の会計処理

同　左

　 (2) レバレッジドリースの会計処理

レバレッジドリースに係る匿名組

合契約に関しては、出資額を貸借対

照表の出資金に含めて計上してお

り、出資に係る損益は、同組合が定め

る計算期間及び当社持分相当額によ

り、当事業年度に属する額を匿名組

合投資損益として処理しておりま

す。

(2) レバレッジドリースの会計処理

同　左

　 なお、同匿名組合の累積損失額の

うち、当社の負担に帰属するものは、

平成22年９月30日現在102,751千円

となっており、固定負債の「投資損

失引当金」として貸借対照表に計上

しております。

なお、同匿名組合の累積損失額の

うち、当社の負担に帰属するものは、

平成23年９月30日現在 　　　100,774

千円となっており、固定負債の「投

資損失引当金」として貸借対照表に

計上しております。
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【会計方針の変更】

　

前事業年度
(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

―

 
 
 
 

（資産除去債務に関する会計基準の適用）
　　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」
（企業会計基準第18 号 平成20年３月31日）及び
「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企
 業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を
 適用しております。
　　なお、変更が損益に与える影響はありません。

　
― （持分法に関する会計基準の適用）

　　当事業年度より、「持分法に関する会計基準」

（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）

を適用しております。
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【表示方法の変更】

　

前事業年度
(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

（損益計算書）

前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「法定福利費」は、

販売費及び一般管理費の総額の100分の５を超えたた

め区分掲記しました。

なお、前事業年度における「法定福利費」の金額は

68,112千円であります。

前事業年度まで販売費及び一般管理費の「交際
費」は、当事業年度において、金額的重要性が乏しく
なったため「その他」に含めております。
なお、当事業年度の「その他」に含まれている「交
際費」は61,614千円であります。

（損益計算書）

　　前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて

　表示しておりました「仕入割引」は、営業外収益の

　総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

　　なお、前事業年度における「仕入割引」の金額は

　31,003千円であります。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成22年９月30日)
当事業年度

(平成23年９月30日)

※１　担保資産

買掛金4,853,895千円及び短期借入金8,301,840千

円の担保に供しているものは、次のとおりでありま

す。

現金及び預金 2,020千円

建物 356,103千円

土地 920,324千円

　合計 1,278,447千円

※１　担保資産

買掛金4,865,757千円の担保に供しているものは、

次のとおりであります。

 
建物 345,206千円

土地 920,324千円

　合計 1,265,530千円

※２　貸出コミットメント

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行３行とシンジケート方式による貸出コミットメ

ント契約（リボルビング・クレジット・ファシリ

ティ契約）を締結しております。これらの契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

貸出コミットメントの総額 11,000,000千円

借入実行残高 8,381,999千円

差引額 2,618,000千円

※２　貸出コミットメント

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行３行とシンジケート方式による貸出コミットメ

ント契約（リボルビング・クレジット・ファシリ

ティ契約）を締結しております。これらの契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

貸出コミットメントの総額 11,000,000千円

借入実行残高 5,300,000千円

差引額 5,700,000千円

※３　財務制限条項

当社が締結しておりますシンジケート方式によ

る貸出コミットメント契約(リボルビング・クレ

ジット・ファシリティ契約)(当事業年度末借入金残

高合計8,381,999千円)には、当事業年度末現在、以下

の財務制限条項が付されております。

※３　財務制限条項

当社が締結しておりますシンジケート方式によ

る貸出コミットメント契約(リボルビング・クレ

ジット・ファシリティ契約)(当事業年度末借入金残

高合計5,300,000千円)には、当事業年度末現在、以下

の財務制限条項が付されております。

①　当事業年度末日における貸借対照表の純資産の

部の金額を45億円以上に維持すること。

当事業年度末日における貸借対照表の純資産の

部の金額を45億円以上に維持すること。

②　当事業年度における損益計算書上の経常損益に

関して、経常損失を計上しないこと。

　

― 　４　輸出為替手形割引高　　　　8,346千円

 

　

(損益計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

※１　固定資産売却益の内容は、車両運搬具862千円であ

ります。

※１　固定資産売却益の内容は、車両運搬具98千円であり

ます。

※２　固定資産売却損の内容は、車両運搬具19千円であり

ます。

―
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日)

１　発行済株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,129,600 399,500 ― 2,529,100

（注）普通株式の増加399,500株は、株式上場に伴う公募増資による増加320,000株、オーバーアロットメントによる株

式売出しに関連した第三者割当増資による増加79,500株によるものであります。

　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　該当事項はありません。

　
３　新株予約権等に関する事項

　　新株予約権を発行しておりませんので、該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年12月18日
定時株主総会

普通株式 17,036 8.0平成21年９月30日 平成21年12月21日

　

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年12月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 126,455 50.0平成22年９月30日 平成22年12月24日

　
当事業年度(自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日)

１　発行済株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,529,100 ― ― 2,529,100

　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　該当事項はありません。

　
３　新株予約権等に関する事項

　　新株予約権を発行しておりませんので、該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年12月22日
定時株主総会

普通株式 126,455 50.0平成22年９月30日 平成22年12月24日

　

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年12月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 88,518 35.0平成23年９月30日 平成23年12月26日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

※　　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 492,236千円

預入期間３か月超の定期預金 2,020千円

現金及び現金同等物 490,215千円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金 872,032千円

預入期間３か月超の定期預金 2,020千円

現金及び現金同等物 870,011千円
 

― 　２　重要な非資金取引の内容

　当事業年度に新たに計上したファイナンス・リー

ス取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ20,070

千円であります。

　

(リース取引関係)

　

前事業年度
(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

１　ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1)　リ－ス資産の内容

有形固定資産

主として、本社におけるパソコン等(工具、器具及

び備品)であります。

１　ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1)　リ－ス資産の内容

有形固定資産

同左

(2)　リース資産の減価償却の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。

(2)　リース資産の減価償却の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

同左
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(金融商品関係)

前事業年度(自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日)

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10

日）を適用しております。
　

１　金融商品の状況に関する事項

(1)　金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借入によ

る方針です。

(2)　金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関して

は、当社の与信管理に関する規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取

引先の信用状況を把握する体制としております。また、投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒さ

れていますが、定期的に把握された時価を取締役会に報告しております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。また、外貨建ての買掛

金については、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての売掛金の残高の範囲内にあり

ます。

(3)　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

　
２　金融商品の時価等に関する事項

平成22年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握する事が極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

　
貸借対照表計上額

(千円)
 時価(千円) 差額(千円)

① 現金及び預金 492,236 492,236 ―

② 受取手形 423,976 423,976 ―

③ 売掛金 16,694,220 16,694,220 ―

④ 投資有価証券 39,238 39,238 ―

⑤ 従業員に対する長期貸付金 21,329 20,736 △592

⑥ ゴルフ会員権 (*1) 33,452 33,452 ―

資産計 17,704,452 17,703,860 △592

⑦ 買掛金 7,006,259 7,006,259 ―

⑧ 短期借入金 12,937,839 12,937,839 ―

⑨ リース債務（流動負債） 5,737 5,678 △58

⑩ リース債務（固定負債） 4,691 4,535 △155

負債計 19,954,528 19,954,313 △214

(*1) 個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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（注）1　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

① 現金及び預金、② 受取手形、③ 売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっ

ております。

④ 投資有価証券

これらの時価について、株式取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照下さい。

⑤ 従業員に対する長期貸付金

長期貸付金は、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて算定してお

ります。

⑥ ゴルフ会員権

これらの時価について、市場価格によっております。

負　債

⑦ 買掛金、⑧ 短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっ

ております。

⑨ リース債務（流動負債）、⑩ リース債務（固定負債）

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。
　

2　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
貸借対照表計上額

(千円)

出資金 50,188

差入保証金 (*2) 17,387

(*2) 個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象と

しておりません。
　

3　金銭債権の決算日後の償還予定額

　
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 492,236 ― ― ―

受取手形 423,976 ― ― ―

売掛金 16,694,220 ― ― ―

従業員に対する長期貸付金 ― 15,040 6,113 175

合計 17,610,43215,040 6,113 175

　
4　リース債務の決算日後の返済予定額

　
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

リース債務（流動負債） 5,737 ― ― ―

リース債務（固定負債） ― 4,691 ― ―

合計 5,737 4,691 ― ―
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当事業年度(自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日)

１　金融商品の状況に関する事項

(1)　金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借入によ

る方針です。

(2)　金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社の与信

管理に関する規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況

を把握する体制としております。また、投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、定

期的に把握された時価を取締役会に報告しております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。また、外貨建ての買掛

金については、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての売掛金の残高の範囲内にあり

ます。

(3)　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

　
２　金融商品の時価等に関する事項

平成23年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握する事が極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

　
貸借対照表計上額

(千円)
 時価(千円) 差額(千円)

① 現金及び預金 872,032 872,032 ―

② 売掛金 (*1) 11,912,860 11,912,860 ―

③ 投資有価証券 41,550 41,550 ―

④ 従業員に対する長期貸付金(*2) 30,542 30,556 14

⑤ ゴルフ会員権 (*1) 31,952 31,952 ―

資産計 12,888,938 12,888,952 14

⑥ 買掛金 6,549,267 6,549,267 ―

⑦ 短期借入金 6,816,500 6,816,500 ―

⑧ リース債務（流動負債） 7,806 7,724 △81

⑨ リース債務（固定負債） 16,350 15,529 △821

負債計 13,389,924 13,389,020 △903

(*1) 個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(*2) １年以内の回収予定額が含まれております。
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（注）1　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

① 現金及び預金、② 売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっ

ております。

③ 投資有価証券

これらの時価について、株式取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照下さい。

④ 従業員に対する長期貸付金

長期貸付金は、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて算定してお

ります。

⑤ ゴルフ会員権

これらの時価について、市場価格によっております。

負　債

⑥ 買掛金、⑦ 短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっ

ております。

⑧ リース債務（流動負債）、⑨ リース債務（固定負債）

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。
　

2　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
貸借対照表計上額

(千円)

出資金 50,188

差入保証金 (*3) 18,478

関係会社株式 (非上場株式) 22,400

(*3) 個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象と

しておりません。
　

3　金銭債権の決算日後の償還予定額

　
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 872,032 ― ― ―

売掛金 11,912,860 ― ― ―

従業員に対する長期貸付金 4,765 20,956 4,820 ―

合計 12,789,65820,956 4,820 ―

　
4　金銭債務の決算日後の償還予定額

　
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

リース債務（流動負債） 7,806 ― ― ―

リース債務（固定負債） ― 15,968 382 ―

合計 7,806 15,968 382 ―
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(有価証券関係)

前事業年度(平成22年９月30日)

１　その他有価証券

区分
貸借対照表日における貸
借対照表計上額
(千円)

取得原価
 (千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの 　 　 　
①　株式 37,467 35,292 2,174

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 37,467 35,292 2,174

貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの 　 　 　
①　株式 1,771 2,348 △576

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 1,771 2,348 △576

合計 39,238 37,640 1,597

　

２　事業年度中に売却したその他有価証券(自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日)

区分 売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

①　株式 67,982 11,182 ―

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

合計 67,982 11,182 ―
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当事業年度(平成23年９月30日)

１　関連会社株式

関連会社株式（貸借対照表計上額　22,400千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、記載しておりません。

　

２　その他有価証券

区分
貸借対照表日における貸
借対照表計上額
(千円)

取得原価
 (千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの 　 　 　
①　株式 40,813 36,290 4,522

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 40,813 36,290 4,522

貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの 　 　 　
①　株式 737 1,350 △613

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 737 1,350 △613

合計 41,550 37,640 3,909

　

３　事業年度中に売却したその他有価証券(自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日)

　    該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度(自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日)

当事業年度においては、期末残高がないため、該当事項はございません。

　

当事業年度(自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日)

当事業年度においては、期末残高がないため、該当事項はございません。

 

　

　

(退職給付関係)

　

前事業年度
(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は適格退職年金制度を採用しており、退職金規

程に基づいて算定した退職給付債務のうち適格退職年

金にて充当しきれない額については退職一時金を充当

しております。

なお、ソウル支店については、適格退職年金制度を採

用していないため、退職金制度の100％について退職一

時金制度を採用しております。

１　採用している退職給付制度の概要

同　左

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 116,070千円

年金資産（企業年金） 47,603千円

退職給付引当金 68,467千円

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 108,103千円

年金資産（企業年金） 30,117千円

退職給付引当金 77,986千円

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 20,260千円

臨時に支払った割増退職金等 600千円

退職給付費用 20,861千円

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 14,499千円

臨時に支払った割増退職金等 1,685千円

退職給付費用 16,185千円

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法（自己

都合による期末退職金要支給額の100％を退職給付債

務とする方法）を採用しておりますので、基礎率等に

ついては記載しておりません。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

同　左

　

(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日)

ストック・オプション制度がありませんので、該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日)

ストック・オプション制度がありませんので、該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成22年９月30日)
当事業年度

(平成23年９月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

（流動資産） 　

　たな卸資産評価損 85,733千円

　賞与引当金 21,764千円

　役員賞与引当金 12,210千円

　未払法定福利費 3,482千円

　未払事業税 11,070千円

　未払事業所税 301千円

　　小計 134,562千円

（固定資産） 　

　貸倒引当金 30,920千円

　会員権評価損 7,697千円

　長期前払費用償却 519千円

　退職給付引当金 27,866千円

　役員退職慰労引当金 103,598千円

　　小計 170,603千円

繰延税金資産　計 305,165千円

繰延税金負債 　

（固定負債） 　

　その他有価証券評価差額金 △650千円

繰延税金負債　計 △650千円

繰延税金資産の純額 304,514千円
　 　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　

（流動資産） 　

　たな卸資産評価損 149,308千円

　賞与引当金 21,325千円

　役員賞与引当金 3,866千円

　未払法定福利費 3,412千円

　未払事業税 321千円

　未払事業所税 301千円

  貸倒引当金 408千円

　繰越欠損金 171,839千円

　　小計 350,782千円

（固定資産） 　

　貸倒引当金 31,530千円

　会員権評価損 7,697千円

　長期前払費用償却 499千円

　退職給付引当金 31,740千円

　役員退職慰労引当金 110,087千円

　　小計 181,555千円

繰延税金資産　計 532,338千円

繰延税金負債 　

（固定負債） 　

　その他有価証券評価差額金 △1,591千円

繰延税金負債　計 △1,591千円

繰延税金資産の純額 530,747千円
　 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.8％

住民税均等割 0.1％

外国税額控除 △2.7％

その他 1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.7％
　 　

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

    税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略

  しております。

― ３　決算日後の法人税等の税率の変更

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図

るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のた

めの施策を実施するために必要な財源の確保に関する

特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12

月２日に公布され、当社では平成24年10月１日以降に

開始する事業年度から法人税率が変更されることとな

りました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に使用する法定実効税率は、従来の40.7％から35.6％

に段階的に変更されます。

なお、変更後の実効税率を当事業年度末に適用した

場合、繰延税金資産(流動資産)が9,970千円、繰延税金

資産(固定資産)が22,520千円減少し、法人税等調整額

が同額増加いたします。
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(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　
当事業年度(自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

当事業年度末(平成23年９月30日)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

前事業年度(自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日)

金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

当事業年度(自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日)

金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　前事業年度(自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日)

当社の事業は、「電子部品関連事業」のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

　　当事業年度(自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日)

当社の事業は、「電子部品関連事業」のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　
【関連情報】

当事業年度(自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日)

１  製品及びサービスごとの情報

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　 半導体 電子デバイス
ＬＣＤ
モジュール

ＴＦＴパネル 電子材料 合計

外部顧客への売
上高

17,990,20619,475,07718,619,16115,520,0115,323,74476,928,202

　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　 　 　 　 (単位：千円)

日本 韓国 中国 その他の地域(注) 合計

20,550,87130,575,79123,977,277 1,824,260 76,928,202

(注)　その他の地域・・・インド、インドネシア、タイ、台湾

　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：千円)

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

LG ELECTRONICS(HUIZHOU) INC.23,881,812電子部品関連事業

ＬＧ電子株式会社 22,754,662電子部品関連事業

日本電気株式会社 6,691,230電子部品関連事業

　

　　(追加情報)

　　当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

　年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

　針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。
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(持分法損益等)

前事業年度
(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

　　　　　　　　　　　　―

 
 
 

 関連会社に対する投資の金額             22,400千円

　持分法を適用した場合の投資の金額       18,308千円

  持分法を適用した場合の投資損失の金額    3,532千円

(注) 前事業年度については、関連会社がありませんので、記載しておりません。

　

【関連当事者情報】

前事業年度(自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

１株当たり純資産額 2,498円95銭 2,286円03銭

１株当たり当期純利益又
は１株当たり当期純損失
(△)

165円58銭 △163円46銭

　

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式を発行していな

いため、記載しておりません。

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、１株当たり当期純損失で

あり、また、潜在株式を発行していないた

め、記載しておりません。

　
(注) １　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
前事業年度

(平成22年９月30日)
当事業年度

(平成23年９月30日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 6,320,086 5,781,599

普通株式に係る純資産額(千円) 6,320,086 5,781,599

差額(千円) ― ―

普通株式の発行済株式数(株) 2,529,100 2,529,100

普通株式の自己株式数(株) ― ―

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

2,529,100 2,529,100

　

２　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎
　

項目
前事業年度

(自　平成21年10月１日
至　平成22年９月30日)

当事業年度
(自　平成22年10月１日
至　平成23年９月30日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失
(△)(千円)

355,205 △413,402

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失
(△)(千円)

355,205 △413,402

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 2,145,158 2,529,100

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要

― ―

　

(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成22年10月１日　至　平成23年９月30日)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価
証券

その他
有価証券

株式会社日立製作所 100,000 38,900

株式会社アイ・オー・データ機器 2,600 839

株式会社アサツー　ディ・ケイ 500 1,073

株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス 1,000 737

計 104,100 41,550

　

【債券】

該当事項はありません。

　

【その他】

該当事項はありません。
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 613,1172,572 ― 615,690247,38915,903368,300

　構築物 3,464 ― ― 3,464 2,870 113 594

　車両運搬具 17,088 ― 1,52615,56110,8963,217 4,665

　工具、器具及び備品 54,6252,678 ― 57,30349,2614,066 8,042

　土地 957,340 ― ― 957,340 ― ― 957,340

　リース資産 20,13920,070 ― 40,20917,1347,06923,074

有形固定資産計 1,665,77625,3211,5261,689,571327,55130,3701,362,019

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア 76,00912,762 ― 88,77262,29116,02826,480

　その他 5,695 ― ― 5,695 1,860 270 3,834

無形固定資産計 81,70412,762 ― 94,46764,15216,29830,314

長期前払費用
9,019
(721)

― ― 9,019 721 721
8,297
(721)

(注)　長期前払費用の差引当期末残高の(　　)内の金額は内数で、１年内償却予定額であり、貸借対照表では流動資産の

「前払費用」に計上しております。
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【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 12,937,8396,816,500 0.87 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 5,737 7,806 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

4,691 16,350 ―
平成24年10月～
平成29年４月

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 12,948,2686,840,657 ― ―

(注) １　平均利率については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　１年以内に返済予定のリース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の

金額でリース債務を貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行(株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社みずほ銀

行、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社)とシンジケート方式による貸出コミットメント契約（リボルビング・クレ

ジット・ファシリティ契約）を締結しております。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 11,000,000千円

当事業年度末借入実行残高 5,300,000千円

　　　差引額 5,700,000千円

３　リース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額の総額

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

リース債務 5,159 3,989 3,960 2,858

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 75,971 2,503 ― ― 78,474

賞与引当金 53,474 52,396 53,474 ― 52,396

役員賞与引当金 30,000 9,500 30,000 ― 9,500

役員退職慰労引当金 254,542 16,512 571 ― 270,484

投資損失引当金 102,751 ― ― 1,976 100,774

(注)　投資損失引当金の当期減少額の「その他」は、業績回復による取崩額であります。

　

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 537

預金 　

当座預金 330,983

普通預金 516,615

定期預金 23,242

別段預金 652

計 871,494

合計 872,032

　

b　売掛金

イ　相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

LG ELECTRONICS (HUI ZHOU) INC. 3,832,601

ＬＧ電子株式会社 2,120,423

ＮＥＣパーソナルコンピュータ株式会社 2,033,603

LG Display Co., Ltd 907,170

サミー株式会社 700,948

その他30件 2,319,116

計 11,913,863

　

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高(千円)
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

16,694,22077,262,35482,047,71011,913,863 87.32 67

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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c　商品

　

区分 金額(千円)

システムLSI、マイコン、ディスクリート、ＬＣＤドライ
バ、特定用途IC、専用IC、汎用IC、メモリ、ASIC/SIP、パ
ワー半導体

2,647,354

ＬＣＤモジュール 888,651

ＴＦＴパネル等 569,131

液晶バックライト用光学フィルム類、太陽電池モジュー
ル用封止材 、偏光板工程用保護フィルム、小型TFT用セ
ル、携帯電話用Li-Ionバッテリーセル

227,535

計 4,332,672

　

②　負債の部

ａ　買掛金

　

相手先 金額(千円)

株式会社日立ディスプレイズ 3,393,062

株式会社日立メディアエレクトロニクス 1,577,964

ルネサス エレクトロニクス株式会社 1,472,695

日立マクセル株式会社 39,153

Renesas Electronics Singapore Pte. Ltd. 23,633

その他９件 42,756

計 6,549,267
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(3) 【その他】

当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等

　

　 　
第１四半期

(自 平成22年10月１日
至 平成22年12月31日)

第２四半期
(自 平成23年１月１日
至 平成23年３月31日)

第３四半期
(自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日)

第４四半期
(自 平成23年７月１日
至 平成23年９月30日)

売上高 (千円) 19,319,607 20,158,151 19,553,496 17,896,945

税引前四半
期純利益金
額又は税引
前四半期純
損 失 金 額
(△)

(千円) 6,963 △248,820 △135,754 △261,565

四半期純利
益金額又は
四半期純損
失金額(△)

(千円) △29,717 △137,077 △89,565 △157,042

１株当たり
四半期純利
益金額又は
１株当たり
四半期純損
失金額(△)

(円) △11.75 △54.20 △35.41 △62.09
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年10月１日から翌年９月30日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 ９月30日

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、やむを得ない事由によって電子公告をす

る事ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで

す。

http://www.fuco-ele.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注)　定款第９条において、単元未満株主は以下に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を定めておりま

す。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 取得請求権付株式の取得を請求する権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当を受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第23期（自　平成21年10月１日　至　平成22年９月30日）平成22年12月22日関東財務局長に提

出

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成22年12月22日関東財務局長に提出

　

(3) 四半期報告書及び確認書

第24期第１四半期（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）平成23年２月14日関東財務局長に

提出

第24期第２四半期（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）平成23年５月13日関東財務局長に

提出

第24期第３四半期（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）平成23年８月12日関東財務局長に

提出

　

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）

の規定に基づく臨時報告書

平成22年12月27日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成22年12月22日

株式会社　フーマイスターエレクトロニクス

取締役会　御中

　
ア　ス　カ　監　査　法　人

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　田　　中　　大　　丸　㊞

　 　

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　法　  木　　右　　近　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社フーマイスターエレクトロニクスの平成21年10月１日から平成22年９月30日までの

第23期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社フーマイスターエレクトロニクスの平成22年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社フーマイ

スターエレクトロニクスの平成22年９月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る

内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立

の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報

告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社フーマイスターエレクトロニクスが平成22年９月30日現在の財務報告に係る内部

統制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報

告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　
 

(注) １  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２  財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社フーマイスターエレクトロニクス(E24576)

有価証券報告書

84/86



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成23年12月22日

株式会社　フーマイスターエレクトロニクス

取締役会　御中

　
ア　ス　カ　監　査　法　人

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　田　　中　　大　　丸　㊞

　 　

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　若　　尾　　典　　邦　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社フーマイスターエレクトロニクスの平成22年10月１日から平成23年９月30日までの

第24期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社フーマイスターエレクトロニクスの平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社フーマイ

スターエレクトロニクスの平成23年９月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る

内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立

の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報

告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社フーマイスターエレクトロニクスが平成23年９月30日現在の財務報告に係る内部

統制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報

告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　
 

(注) １  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２  財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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